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(1) (1) 運用ガイドラインの改定要旨について運用ガイドラインの改定要旨について

・国土交通省では 平成23年6月に「調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会」において 「運用ガ国土交通省では、平成23年6月に「調査 設計等分野における品質確保に関する懇談会」において、「運用ガ
イドライン※1」が改定され、航空局においても、平成24年3月に「航空局運用ガイドライン※2」（何れも本省）が制
定された。
・「大阪航空局運用ガイドライン※3」については平成22年1月の「総合評価等に関する委員会」で審議され、制
定されたものであるが、この内容を基本とし、「運用ガイドライン」の改定内容及び「航空局運用ガイドライン」の内
容を踏まえ、また他部局（地方整備局等）の運用ガイドラインも参考とし、改定を行うこととした。

※1 「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（H23.6改定）」（調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会）
※2 「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（H24.3制定）」（国土交通省航空局）※2 建設 ンサルタント業務等におけるプ ポ ザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（H24.3制定）」（国土交通省航空局）
※3 「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（試行版）（H22.1制定）」（大阪航空局空港部版）

「大阪航空局運用ガイドライン」の主な改定点「大阪航空局運用ガイドライン」の主な改定点

① プロポーザル方式及び総合評価落札方式（簡易型、建築及び設備関係の標準型）について、

「大阪航空局運用ガイドライン」の主な改定点「大阪航空局運用ガイドライン」の主な改定点

評価基準の項目や配点ウェイトの見直しを行うこととした。

② 空港計画・土木関係における総合評価落札方式（標準型）の評価基準を新たに設定する
こととしたこととした。

③ 総合評価落札方式において、低入札対策として地方整備局等において既に導入している
「履行確実性評価」を行うこととした。
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(2) (2) 方式選定の基本的考え方について方式選定の基本的考え方について
・「運用ガイドライン」等に表現を合わせ改正を行った。運用ガイドライン」等 表現を合わせ改正を行 た。
・ヒアリングの実施のあり方について、運用ガイドラインを参考として表記した。
・総合評価落札方式の対象業務の予定価格による目安を試行的に1,000万円以上とし、明示した。

■ 建設コンサルタント業務等における調達方式を選定する際の基本的な考え方

１．建設コンサルタント業務等の内容が技術的に高度なもの又は専門的
な技術が要求される業務であって、提出された技術提案に基づいて、
仕様を作成するほうが最も優れた成果を期待できる業務

なお 上記考え方を前提に 業務の予定価格を算出するに当た

発注方式業 務 内 容
①プロポーザル方式

実施方針＋特定テーマ

■ 建設コンサルタント業務等における調達方式を選定する際の基本的な考え方

２．事前に仕様を確定可能
であるが、入札者の提示

なお、上記考え方を前提に、業務の予定価格を算出するに当た
って標準的な歩掛がなく、その過半に見積を活用する業務※１

②総合評価落札方式（標準型）
① 建設コンサルタント業務等

の実施方針と併せて、評価
テーマに関する技術提案を
求めることによって、品質向

建
設
コ
ン
サ
ル

価格点：技術点の割合

１：２ ～ １：３

実施方針＋評価テーマ

大阪航空局運用
ガイドライン
改定の対象

、
する技術等によって、調
達価格の差異に比して、
事業の成果に相当程度の
差異が生ずることが期待
できる業務

上を期待できる業務ル
タ
ン
ト
業
務
等

② 建設コンサルタント業務等
の実施方針のみで、品質
向上を期待できる業務

③総合評価落札方式（簡易型）

価格点：技術点の割合

１：１※

・評価テーマ２つ以上の場合は１：３
・評価テーマ１つの場合は１：２

・実施方針（評価テーマは求めない）のみ

改定の対象

等

３．入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付
すことにより品質を確保できる業務

④価格競争方式
・（選定段階で）資格、実績、成績

実施方針（評価テ マは求めない）のみ

※業務の難易度に応じて１：２も使用可

①プロポーザル方式 ： 配置予定技術者を対象にヒアリングを実施する。その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する
技術提案の内容について確認する。

②③総合評価落札方式 ： ヒアリングは１：３の業務のように技術者の能力を重視する場合、配置予定技術者を対象に実施するものとし、
１：２の業務においては、技術者の能力を直接確認することが必要な場合に実施するものとする。その場合、事
前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。
なお、１：１の業務においては、ヒアリングを原則実施しない。
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総合評価落札方式の対象は、受注者（入札参加者）及び発注者の負担を勘案して、試行的に予定価格1,000万円以上
の業務を一つの目安とし、実施するものとする。



(3) (3) 具体的な実施区分・手順について具体的な実施区分・手順について

・実施区分については 通達等に基づき下記のとおりとした・実施区分については、通達等に基づき下記のとおりとした。
・実施手順については、 「運用ガイドライン」及び「航空局運用ガイドライン」の実施手順を基本とし、総合評価落
札方式の一般競争の実施手順を示した。 なお、大阪航空局において設置している委員会等の名称で表記した。

① プロポーザル方式
「運用ガイドライン」及び「航空局運用ガイドライン」の「プロポーザル方式の実施手順」を基本とし、政府調

達協定対象基準額以上の業務は公募型、政府調達協定対象基準額未満・5千万円以上の業務は簡易公
募型、その他の業務は標準型で実施する。

② 総合評価落札方式【公募型指名競争・簡易公募型指名競争】② 総合評価落札方式【公募型指名競争 簡易公募型指名競争】
「運用ガイドライン」及び「航空局運用ガイドライン」の「総合評価落札方式（標準型）の実施手順」を参照し、

政府調達協定対象基準額以上の業務は公募型指名競争、政府調達協定対象基準額未満・5千万円以上
の業務は簡易公募型指名競争で実施する。

③ 総合評価落札方式【簡易公募（短縮）型指名競争】
「運用ガイドライン」及び「航空局運用ガイドライン」の「総合評価落札方式（簡易型）の実施手順」を参照し、

5千万円未満の業務は簡易公募型指名競争に準じた簡易公募（短縮）型指名競争で実施できることとした。

④ 総合評価落札方式【一般競争】
大阪航空局で発注する業務には対象となる企業が少数の案件もあると思慮されるため、5千万円未満の

業務では一般競争でも実施できることとし、実施手順を設けた。

55国土交通省国土交通省 大阪航空局大阪航空局 Osaka Regional Civil Aviation BureauOsaka Regional Civil Aviation Bureau



(4) (4) プロポーザル方式及び総合評価落札方式の評価項目・配点ウェイトの見直しについて①プロポーザル方式及び総合評価落札方式の評価項目・配点ウェイトの見直しについて①

・「調査・設計等における品質確保に関する懇談会」及び「運用ガイドライン」の改定を踏まえて制定された「航空調査 設計等における品質確保に関する懇談会」及び 運用ガイドライン」の改定を踏まえて制定された 航空
局運用ガイドライン」（何れも本省）に基づき、他部局（地方整備局等）の運用ガイドラインも参考とし、「大阪航空
局運用ガイドライン」のプロポーザル方式及び総合評価落札方式（簡易型、建築及び設備関係の標準型※）に
ついて、評価基準の項目や配点ウェイトの見直しを行った。

※ 平成21年度制定「大阪航空局運用ガイドライン」で空港計画・土木関係の総合評価落札方式については、当面適用する可能性の高い簡易型の評価基準を試行的に設定し
た。

評価項目 配点ウ イト 主な改定点評価項目 配点ウ イト 主な改定点

■ 空港計画・土木関係の主な改定内容（１／２）

評価項目・配点ウェイトの主な改定点評価項目・配点ウェイトの主な改定点

空港計画 木関係 主な改定内容（ ／ ）

① プロポーザル方式の特定段階における特定テーマに対する技術提案の項目追加
プロポーザル方式について、平成21年3月制定「運用ガイドライン」においては実施方針のみを求め、特定テーマ

を設けない「技術者評価型」があり 「大阪航空局運用ガイドライン」についても当面適用する可能性の高い「技術を設けない「技術者評価型」があり、「大阪航空局運用ガイドライン」についても当面適用する可能性の高い「技術
者評価型」を用いることとし、評価基準を設けていたところ。

平成23年6月改定「運用ガイドライン」では、プロポーザル方式では全て実施方針＋特定テーマを求めること（従
来の「総合評価型」のみ）となったため、プロポーザル方式の特定段階では特定テーマに対する技術提案を評価
に加えることとし、全体の評価ウェイトを見直した。に加えることとし、全体の評価ウェイトを見直した。

② 技術者資格の追加
技術力を有する技術者を適正に評価するために「運用ガイドライン」等に表現を合わせ、現行の技術士、土木学会

認定技術者 RCCM等に追加して 博士 コンクリート診断士 土木鋼構造診断士を業務に応じて評価することとした
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認定技術者、RCCM等に追加して、博士、コンクリ ト診断士、土木鋼構造診断士を業務に応じて評価することとした。



(4) (4) プロポーザル方式及び総合評価落札方式の評価項目・配点ウェイトの見直しについて②プロポーザル方式及び総合評価落札方式の評価項目・配点ウェイトの見直しについて②

評価項目・配点ウェイトの主な改定点評価項目・配点ウェイトの主な改定点

■ 空港計画・土木関係の主な改定内容（２／２）

評価項目 配点ウェイトの主な改定点評価項目 配点ウェイトの主な改定点

③ 企業・技術者の成績の評価に関する改定
企業・技術者の成績について、「運用ガイドライン」等の改定に合わせ、受注者の実績をより適正に評価できる実

績を評価することとした。また判断基準について、大阪航空局における成績評定の実態及び他部局（地方整備局
等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。

【現行】 【改定案】

評価対象実績 評価対象区分 評価対象実績 評価対象区分

提出された3件の同種
又は類似業務の平均
評定点

①85点以上

②80点以上85点未満

③75点以上80点未満

過去4年間の大阪航空
局発注業務の同じ業
種区分の平均評定点

①78点以上

②76点以上78点未満

③74点以上76点未満③ 点以 点未満

④70点以上75点未満

⑤65点以上70点未満

⑥65点未満

③74点以上76点未満

④72点以上74点未満

⑤70点以上72点未満

⑥70点未満

④ ＣＰＤ推奨単位取得者の追加
工事における総合評価落札方式において、ＣＰＤ制度の活用に取り組んでいることを踏まえ、「運用ガイドライン」

等の改定に合わせ プロポーザル方式の特定段階及び総合評価落札方式の入札段階において 配置予定技術

⑥65点未満 ⑥70点未満
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等の改定に合わせ、プロポ ザル方式の特定段階及び総合評価落札方式の入札段階において、配置予定技術
者の経験・能力として「ＣＰＤ取得単位」を必要に応じて設定する項目として追加し、評価できることとした。



(4) (4) プロポーザル方式及び総合評価落札方式の評価項目・配点ウェイトの見直しについて③プロポーザル方式及び総合評価落札方式の評価項目・配点ウェイトの見直しについて③

■ 建築及び設備関係の主な改定内容（１／１）

評価項目・配点ウェイトの主な改定点評価項目・配点ウェイトの主な改定点

■ 建築及び設備関係の主な改定内容（１／１）

① 技術者の評価項目及び評価ウェイトに関する改定
「運用ガイドライン」等の改定に合わせ、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を重視し、現行では評価項

目としていた配置予定技術者の経験年数について 評価を行わないこととした目としていた配置予定技術者の経験年数について、評価を行わないこととした。
また、プロポーザル方式の特定段階及び総合評価落札方式の入札段階において、現行では管理技術者、主任

担当技術者及び担当技術者について評価していたが、 「運用ガイドライン」等の改定に合わせ、管理技術者及び
主任担当技術者について評価し、担当技術者については評価を行わないこととした。

上記により 全体の評価ウェイトの見直しを行い 実施方針及び評価テ マに関する技術提案の配点割合を高く上記により、全体の評価ウェイトの見直しを行い、実施方針及び評価テーマに関する技術提案の配点割合を高く
した。

② 技術者の同種業務等実績・成績の適用年数の改定
配置予定技術者の同種又は類似業務の実績及び成績について 現行では適用年数を業務内容に応じて適宜配置予定技術者の同種又は類似業務の実績及び成績について、現行では適用年数を業務内容に応じて適宜、

設定することとしていたが、適正化・標準化を図るため、「運用ガイドライン」等の参考資料及び空港計画・土木関
係との整合を勘案し、同種又は類似業務の実績については過去10年間、成績については過去4年間を適用する
こととした。
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(5) (5) 総合評価落札方式（標準型）の評価基準の導入について総合評価落札方式（標準型）の評価基準の導入について

・「運用ガイドライン」等の改定に合わせ 大阪航空局においても空港計画・土木関係の総合評価落札方式につ「運用ガイドライン」等の改定に合わせ、大阪航空局においても空港計画 土木関係の総合評価落札方式につ
いて、新たに標準型（１：２、１：３）の評価基準を設けることとした。
・評価項目については、「運用ガイドライン」及び「航空局運用ガイドライン」の内容、並びに先に設けたプロポー
ザル方式及び総合評価落札方式（簡易型）の評価項目（改定案）に合わせた。
評価ウ イト は 「運用ガイド イ 及び「航空局運用ガイド イ 示される「標準的な配点ウ イ・評価ウェイトについては、 「運用ガイドライン」及び「航空局運用ガイドライン」に示される「標準的な配点ウェイ

ト」に合わせることとし、変動可能幅の中のウェイトの移転は行わない※こととした。
・一般競争も採用できることとしていることから、入札時の1段階のみで評価する場合の評価基準を簡易型と同
様に設けた。様に設けた。

※ 現行のプロポーザル方式及び総合評価落札方式（簡易型）についても変動可能幅の中のウェイトの移転は行わないこととしている。

■ 空港計画・土木関係の総合評価落札方式（標準型）の配点

① 指名段階における評価項目に対する評価ウェイト

評価項目
参加表明者（企業） 予定技術者

資格・実績等 成績・表彰 資格・実績等 成績・表彰

評価ウ イト 15％ 35％ 15％ 35％

② 入札段階における評価項目に対する評価ウェイト

評価ウェイト 15％ 35％ 15％ 35％

評価項目
参加表明者（企業） 予定技術者 技術提案等

評価項目
資格・実績等 成績・表彰 資格・実績等 成績・表彰 実施方針

評価テーマに
対する技術提案

評価
ウ イト

2段階
方式

１：２ － － 15％ 18％ 30％ 37％

１：３ － － 10％ 15％ 25％ 50％
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ウェイト
1段階
方式

１：２ 6％ 10％ 7％ 10％ 30％ 37％

１：３ 4％ 8％ 5％ 8％ 25％ 50％



(6) (6) 履行確実性評価の導入について①履行確実性評価の導入について①

・ 「調査・設計等における品質確保に関する懇談会」の検討結果とりまとめにて 技術評価点の中で技術提案・ 「調査・設計等における品質確保に関する懇談会」の検討結果とりまとめにて、技術評価点の中で技術提案
の確実な履行の確保を評価し、厳格に反映する｢履行確実性評価｣の試行を実施し、履行確実性評価を導入
した範囲では、低入札落札発生率は減少するという結果が得られ、履行確実性評価の導入効果が確認できた
と報告されていることから、地方整備局等において既に導入されている「履行確実性評価」 を、大阪航空局に
おいても低入札対策として行うこととした。

開札

① 対象業務

入札書と予定価
格との確認

調査基準価格以上、予定価格以下予定価格超過

調査基準価格未満履

① 対象業務

予定価格が１千万円以上の業務

予定価格超過の
者はヒアリング
実施しない

調査基準価格未満の全社に追加資料
の提出要請（開札日から２日以内、
提出期限は要請を行った日から３日
を標準）及びヒアリングの実施日・

方法通知

提出資料
で履行確
実性を確

認

履行確実性の
評価・ヒアリ
ング（省略

可）

確認できる

確認
できない

行

確

実

性

10日

② 履行確実性評価の流れ

原則として、予定価格の制限の範囲内の価格で
入札した応札者において、調査基準価格未満の 可）

履行確実性の
評価・ヒアリ
ング（電話）

調査基準価格未満で入札した全社に
原則ヒアリング（追加資料提出期限

から５日を標準）

性

の

評

価

※追加資料の提出やヒアリングの要請に応じない場合は 入札を無効とする

入札した応札者 お て、調査基準価格未満
価格で入札したすべての応札者については開札後
速やかにヒアリングを実施する。調査基準価格以上
の価格で入札した応札者については、提出資料で
履行確実性が確認できる場合は ヒアリングを省略

ＶＥ審査委員会（履行確実性の評価）

評価値の確定

評価値の最も高いものが

※追加資料の提出やヒアリングの要請に応じない場合は、入札を無効とする履行確実性が確認できる場合は、ヒアリングを省略
できる。
※提出資料とは、参加表明資料及び技術提案し
た資料等を言う。
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低入札価格調査

落札者の決定

評価値の最も高いものが
調査基準価格未満の場合

資料等 言う。



(6) (6) 履行確実性評価の導入について②履行確実性評価の導入について②

③ 審査項目③ 審査項目

調査基準価格未満の応札者に対する履行確実性評価は、提出された追加資料を基に審査の視点の４項
目について実施し、公正、公平な審査を適切に行う。

【審査の視点】
a ） 業務内容に対応した費用が計上されているか。
b ） 配置予定技術者に適正な報酬が支払われることになっているか。
c ） 品質管理体制が確保されているか。） 品質管理体制が確保されて るか。
d ） 再委託先への支払いは適正か。

【審査内容】
a ） 直接人件費、直接経費、その他原価、一般管理費等が必要額を確保しているか。
b ） 配置予定技術者 の適正な報酬の支払いが確保されているか 配置予定技術者の人工が適正であるかb ） 配置予定技術者への適正な報酬の支払いが確保されているか。配置予定技術者の人工が適正であるか。
c ） 照査予定技術者への適正な報酬の支払いが確保されているか。照査予定技術者の人工が適正であるか。
d ） 再委託業務内容を再委託先が確認しているか。

④ 評価方法

各審査項目毎に審査（「○」ｏｒ「×」）した上で、５段階（Ａ～Ｅ）で総合的に評価し、履行確実性に関する度
合い（履行確実性度）を技術提案評価点に乗じることにより評価する。

評価 履行確実性度
「○」と審査

評価 履行確実性度
した項目数

Ａ 1 4

Ｂ 0.75 3

Ｃ 0.5 2
「履行確実性度」＝

(「○」と審査した項目数)

４（全項目）
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Ｄ 0.25 1

Ｅ 0 0



(6) (6) 履行確実性評価の導入について③履行確実性評価の導入について③

⑤ 技術評価点の算出⑤ 技術評価点の算出

技術評価点＝（配置予定技術者の経験及び能力）
＋（履行確実性評価前の技術提案評価点）×α（履行確実性度）

技術提案評価点 ※4
技術提案評価点以外

技術評価点

価格評価点

評　　価　　値 ※1

技術評価点 ※2

技術提案評価点 ※4
の技術評価点 ※3

実施方針 ※6価格評価点
配置予定技術者の

経験及び能力 ※5
評価テーマ ※7

履行確実性

評 価 前

価格評価点
配置予定技術者の

経験及び能力
実施方針×α ※8 評価テーマ×α ※8

履行確実性

評 価 後

※１ 評価値 ＝ 価格評価点 ＋ 技術評価点

※２ 技術評価点 ＝ 技術提案評価点以外の技術評価点 ＋ 技術提案評価点

※３ 技術提案評価点以外の技術評価点 ＝ 配置予定技術者の経験及び能力に係る評価点※３ 技術提案評価点以外の技術評価点 ＝ 配置予定技術者の経験及び能力に係る評価点

※４ 技術提案評価点 ＝ 実施方針に係る評価点 ＋ 評価テーマに係る評価点

※５ 【配置予定技術者の経験及び能力】 配置予定技術者の資格・実績、成績・表彰等

※６ 【実施方針】 実施方針、実施フロー、工程表、その他
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※７ 【評価テーマ】 評価テーマに関する技術提案

※８ 【α】 履行確実性度



(1)(1) ＣＰＤ 登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ 登録基幹技能者等の取組状況の公表の公表

資料２資料２ ＣＰＤＣＰＤ及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況

(1) (1) ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況の公表の公表

ＣＰＤ制度、登録基幹技能者制度及び空港工事施工管理技術者制度を活用した評価の実施の取り組みにつ
いて、大阪航空局のホームページで公表（平成24年5月～）し、制度の普及を図っている。
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(2)(2) ＣＰＤを評価項目に採用した結果についてＣＰＤを評価項目に採用した結果について

資料２資料２ ＣＰＤＣＰＤ及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況

(2) (2) ＣＰＤを評価項目に採用した結果についてＣＰＤを評価項目に採用した結果について
・大阪航空局においては、平成２２年度より評価項目としてＣＰＤを採用している。

・平成２４年８月末現在のＣＰＤ対象発注件数は１２件で、延べ申請配置予定技術者数は４２名、延べ申請配置予定技術

者数に対するＣＰＤ推奨単位取得者数の割合は 土木６３％ 建築３３％ 機械０％となり 合計では３６％であ た者数に対するＣＰＤ推奨単位取得者数の割合は、土木６３％、建築３３％、機械０％となり、合計では３６％であった。

・平成２３年度 第１回 総合評価等に関する委員会の審議資料で集計（平成２２年４月～平成２３年６月）した際（土木３８％、

建築１６％、機械０％、合計１８％）に比べ、ＣＰＤ推奨単位取得者数の割合は増加傾向である。

・ＣＰＤを評価項目として採用することを、今後も継続して試行していくこととする。

■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者におけるＣＰＤ推奨単位取得者数の業種別状況競争参加資格確認申請者におけるＣＰＤ推奨単位取得者数の業種別状況

を評価項目として採用する とを、今後も継続して試行して く ととする。

ＣＰＤ 延べ
延べ

割合

（８月末現在）

うちＣＰＤ推奨
単位取得者数（Ｂ）

土木工事業
又は 1 4 5 5

業　　種
ＣＰＤ

対象発注件数
延べ

申請者（企業）数
申請配置予定技術

者数（Ａ）

割合
（Ｃ）＝（Ｂ／Ａ）

鋼構造物工事業

土木工事業
又は

ほ装工事業
1 3 3 0

土木 63%

小　　計 2 7 8 5

建築 建築工事業 9 27 30 10 33%

機械 管工事業 1 4 4 0 0%
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12 38 42 15 36%合　　計

※ 発注件数の総計は１２件



(3)(3) 登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について

資料２資料２ ＣＰＤＣＰＤ及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況

(3) (3) 登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について
・大阪航空局においては、平成２３年度より評価項目として登録基幹技能者を採用している。

・平成２４年８月末現在の登録基幹技能者対象発注件数は１２件で、延べ申請者（企業）数は４５名、延べ申請者（企業）

数に対する登録基幹技能者の従事数の割合は 土木１４％ 建築３３％ 機械２５％ 電気２０％となり 合計では２７％で

■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況

数に対する登録基幹技能者の従事数の割合は、土木１４％、建築３３％、機械２５％、電気２０％となり、合計では２７％で

あった。

・登録基幹技能者を評価項目として採用することを、今後も継続して試行していくこととする。

■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況
（８月末現在）

うち登録基幹技能者
の従事数（Ｂ）

土木 事業 は

割合
（Ｃ）＝（Ｂ／Ａ）

業　　種
評価する

登録基幹技能者
の工種

登録基幹技能者
対象発注件数

延べ
申請者（企業）数

（Ａ）

土木工事業 又は
鋼構造物工事業

1 4 1

土木工事業 又は
ほ装工事業

1 3 0

2 7 1

土木

鳶・土工
又は

機械土工 14%

小　　計

内装仕上 又は 建設塗装 1 1 0

鳶・土工 又は 左官 1 2 0

鳶・土工 又は 防水 1 3 0

鉄筋 又は 型枠 1 8 3
建築

建築工事業
33%

鳶・土工 又は 鉄筋 3 10 5

7 24 8

機械 管工事業 配管 又は 電気工事 1 4 1 25%

電気 電気工事業 電気工事 2 10 2 20%

小　　計
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電気 電気工事業 電気工事 2 10 2 20%

12 45 12 27%合　　計

※ 発注件数の総計は１２件



(1)(1) 建築工事における施工体制確認型の拡大の効果について建築工事における施工体制確認型の拡大の効果について

資料３資料３ 建築工事における施工体制確認型の拡大について建築工事における施工体制確認型の拡大について

(1) (1) 建築工事における施工体制確認型の拡大の効果について建築工事における施工体制確認型の拡大の効果について
・大阪航空局においては、平成１９年度より施工体制確認型総合評価落札方式を採用しており、 対象範囲を順次拡大し低入

札対策をしている。

更に 試行的に建築工事においては 平成２４年度から対象範囲を１千万円以上に拡大しているが ８月末時点で低入札は・更に、試行的に建築工事においては、平成２４年度から対象範囲を１千万円以上に拡大しているが、８月末時点で低入札は

生じていない。

■建築工事におけるＨ１９年度から平成２４年度（８月末まで）の発注件数に占める低入札の状況

施工体制確認型
適用

対象

件数

低入

調査数
低入率

対象

件数

低入

調査数
低入率

対象

件数

低入

調査数
低入率

対象

件数

低入

調査数
低入率

対象

件数

低入

調査数
低入率

対象

件数

低入

調査数
低入率

2億円以上 0 0 0.0% 2 0 0.0% 0 0 0.0% 6 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

1億円以上 2億円未満 0 0 0.0% 0 0 0.0% 3 0 0.0% 1 0 0.0% 2 0 0.0% 0 0 0.0%

予定価格
H23年度 H24年度H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

6千万円以上 1億円未満 1 0 0.0% 1 1 100.0% 4 4 100.0% 2 1 50.0% 1 0 0.0% 3 0 0.0%

2千万円以上 6千万円未満 4 2 50.0% 8 6 75.0% 3 2 66.7% 4 3 75.0% 3 2 66.7% 2 0 0.0%

1千万円以上 2千万円未満 8 4 50.0% 6 4 66.7% 1 1 100.0% 3 2 66.7% 5 1 20.0% 1 0 0.0%

計 13 6 46.2% 17 11 64.7% 11 7 63.6% 16 6 37.5% 11 3 27.3% 6 0 0.0%

２億円以上

100 0%

120.0%
2億円以上

１億円以上 （H22年度に６千万円以上の一部試行） ６千万円以上 １千万円以上施工体制確認型の適用範囲の変遷

H19.10.1～ H20.10.20～ H23.4.1～ H24.4.1～

20 0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
1億円以上2億円未満

6千万円以上1億円未満

2千万円以上1千万円未満

1千万円以上2千万円未満
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0.0%

20.0%

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

計



(1)(1) 社会保険未加入問題への対策の取組状況について社会保険未加入問題への対策の取組状況について

資料４資料４ 社会保険未加入問題への対策について社会保険未加入問題への対策について

(1) (1) 社会保険未加入問題 の対策の取組状況について社会保険未加入問題 の対策の取組状況について
・建設業においては、下請企業を中心に社会保険（年金、医療、雇用）への未加入企業が存在し、技能労働者の処遇の低下

が社会的に問題とされていることから、監督・指導体制を強化し、対処することとしたい。なお、低価格入札となった場合は、

ヒアリング等により社会保険加入の有無を確認することとしているヒアリング等により社会保険加入の有無を確認することとしている。

■ 取り組みの強化

低入札を行った者に対し、社会保険加入状況の確認調査（事前確認）を実施。
また低入札で落札し、契約締結を行った者に対しては、着工後にも確認調査（事後調査）を実施。

■ 監督体制の強化

各工事の監督職員は請負者の保険加入状況、元請業者の下請業者への指導状況確認を実施。

＜国土交通省全体の対策状況＞

【1】 「建設業法施行規則の一部を改正する省令」及び「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び【1】 「建設業法施行規則の 部を改正する省令」及び「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び
基準を定める件の一部を改正する告示」について（平成２４年５月１日公布）

① 平成２４年７月から、経営事項審査について、保険未加入企業に対する評価の減点幅が拡大。
② 平成２４年１１月から、建設業許可申請書に、保険加入状況を記載した書面の添付が必要。
③ 平成２４年１１月から、施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要。

【2】「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の制定について（平成２４年７月４日通知）

建設業における社会保険の加入について 元請業者及び下請業者がそれぞれ負うべき役割と責任を明確にし
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建設業における社会保険の加入について、元請業者及び下請業者がそれぞれ負うべき役割と責任を明確にし、
建設企業の取組の指針となるべきものとして制定（平成２４年１１月１日施行）



(1)(1) 空港工事施工管理技術者を評価項目に採用した結果について空港工事施工管理技術者を評価項目に採用した結果について

資料５資料５ 空港工事施工管理技術者導入後の実施状況空港工事施工管理技術者導入後の実施状況

(1) (1) 空港工事施工管理技術者を評価項目に採用した結果について空港工事施工管理技術者を評価項目に採用した結果について

制限区域・制限表面などの空港特有の制約条件の下で行われる土木工事において、空港工事施工管理技術者
を評価項目として採用することとし、平成２４年度に試行的に実施しているが、有資格者の申請はされていない。

試 行 案 件 那覇空港３６側ミドルマーカー撤去等工事 （簡易型Ⅰ）

工 事 概 要 那覇空港３６側ミドルマーカー橋梁の撤去、また進入灯橋梁の耐震対策及び橋梁補修を実施するもの。

工 期 平成２４年８月２１日 ～ 平成２５年３月１５日

平成２４年度に下記工事で試行を行った。

競争参加資格 ①業種 ： 土木工事業Ｂ等級又は鋼構造物工事業Ａ等級

②地域要件 ： 沖縄県内に建設業法に基づく本社、支社又は営業所があること。

③企業 ： 過去１５年間に完成・引き渡しが完了した同種工事の実績を有する者であること。

【同種工事】 供用中の空港で航空機の運航により施工に制限を付された一般的な土木工事

④配置予定技術者 ： 次の基準を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事に専任で配置できること。

1) １級土木施工管理技士、１級建設機械施工管理技士若しくはこれらと同等以上の資格を有する者

又は国土交通大臣が認定した者であること。

2) 同種工事の経験を有する者であること。) 同種 事の経験を有する者である と。

3) 監理技術者にあっては、監理技術者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。

評 価 追 加 項 目 評 価 基 準 配点

配置予定技術者の能力
空港工事施工管理技術者の資格あり １点

配置予定技術者の能力
空港工事施工管理技術者の資格なし ０点

空港工事施工管理技能者の申請が無かった理由の推察

空港工事施工管理技術者制度は平成23年度に創設されたもので 現在の資格保有者は全国で220名程度

【結 果】 申請者（企業）４社、申請配置予定技術者５名、うち空港工事施工管理技術者の資格保有者は無かった。
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空港工事施工管理技術者制度は平成23年度に創設されたもので、現在の資格保有者は全国で220名程度。

今後制度の認知が進み、毎年認定試験が実施されることにより、資格保有者が年々増加すると見込まれるため、本取組を継続すること

により、今後の工事において資格保有者の配置が期待できる。



平成２４年度平成２４年度 第１回第１回

大阪航空局大阪航空局 総合評価等に関する委員会総合評価等に関する委員会

参参 考考 資資 料料参参 考考 資資 料料

平成２４年１０月２４日平成２４年１０月２４日平成２４年１０月２４日平成２４年１０月２４日
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資料１資料１ 大阪航空局運用ガイドライン大阪航空局運用ガイドライン
- 大阪航空局建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン -

Ｐ３（１） 大阪航空局運用ガイドライン（改定案）（参考） ・・・・・・・・・・・

Ｐ４（２） 現行と改定案の主な変更箇所の比較表（参考）・・・・・・・・・・・

Ｐ５

（３） 建設コンサルタント業務等における
低入札発生状況（落札率と低入札の推移）（参考） ・・

（４） 建設 ンサルタント業務等における

Ｐ６

（４） 建設コンサルタント業務等における
低入札発生状況（年度別・業務別状況）（参考）・・・・・

22国土交通省国土交通省 大阪航空局大阪航空局 Osaka Regional Civil Aviation BureauOsaka Regional Civil Aviation Bureau



(1) (1) 大阪航空局運用ガイドライン（改定案）（参考）大阪航空局運用ガイドライン（改定案）（参考）

大阪航空局建設コンサルタント業務等における大阪航空局建設コンサルタント業務等における
プロポーザル方式及び総合評価落札方式の
運用ガイドライン（改定案）運用ガイドライン（改定案）

参考別添－１
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(2) (2) 現行と改定案の主な変更箇所の比較表（参考）現行と改定案の主な変更箇所の比較表（参考）

大阪航空局建設コンサルタント業務等における大阪航空局建設コンサルタント業務等における
プロポーザル方式及び総合評価落札方式の
運用ガイドライン運用ガイドライン
現行と改定案の主な変更箇所の比較表

参考別添－２参考別添 ２
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(3) (3) 建設コンサルタント業務等における低入札発生状況（落札率と低入札の推移）（参考）建設コンサルタント業務等における低入札発生状況（落札率と低入札の推移）（参考）

■低入札の発生状況

83%83% 82%82% 84%84%
74%74%

80%

100%100

（ 落札率 / 低入発生率 ）（件数）

正常入札件数正常入札件数

低入札件数低入札件数

5454

%%
23.3%23.3% 26.3%26.3%

50.0%50.0%

40%

60%

%

50

平均落札率平均落札率

低入札発生率低入札発生率

1212 77 55 33
2323 1414

33

18.2%18.2%

0%

20%

0

H21H21年度年度 H22H22年度年度 H23H23年度年度 H24H24年度（年度（77月末現在）月末現在）

■調査基準価格の算定方法

業種区分 ① ② ③ ④

諸経費 額

※予定価格（税込み）1,000万円以上

測量業務 直接測量費 測量調査費
諸経費の額に１０分の４を乗じ
て得た額

－

建築関係の
建設コンサルタント業務

直接人件費 特別経費
技術料等経費の額に１０分の
６を乗じて得た額

諸経費の額に１０分の６を乗じて得た額

土木関係の
建設コンサルタント業務

直接人件費 直接経費
その他原価の額に１０分の９を
乗じて得た額

一般管理費等の額に１０分の３を乗じて得た額

※「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱い
について」の一部改正について
（国官会第2402号平成23年3月29日）

※予定価格（税込み）が1,000万円以上の業務が
対象建設コンサルタント業務 乗じて得た額

地質調査業務 直接調査費
間接調査費の額に１０
分の９を乗じて得た額

解析等調査業務費の額に１０
分の７．５を乗じて得た額

諸雑費の額に１０分の４を乗じて得た額

補償コンサルタント業務 直接人件費 直接経費
その他原価の額に１０分の９を
乗じて得た額

一般管理費等の額に１０分の３を乗じて得た額

対象
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(4) (4) 建設コンサルタント業務等における低入札発生状況（年度別・業務別状況）（参考）建設コンサルタント業務等における低入札発生状況（年度別・業務別状況）（参考）

■ 年度別・業務別の低入札状況 ※ 予定価格1千万円未満及び随意契約を除く

平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績 平成24年度実績（7月末現在）

業 種

対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率

建設コンサルタント ３０ ９ ３３％ １８ ４ ２２％ １０ ４ ４０％ 4 2 ５０％

測量 ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ 0 0 ０％

地質調査 １ １ １００％ ２ ２ １００％ １ １ １００％ 0 0 ０％

補償コンサルタント ４ ２ ５０％ １ １ １００％ ０ ０ ０％ 1 1 １００％

その他の業種 ３１ ０ ０％ ９ ０ ０％ ８ ０ ０％ 1 0 ０％その他の業種 ３１ ０ ０％ ９ ０ ０％ ８ ０ ０％ 1 0 ０％

総 計 ６６ １２ １８％ ３０ ７ ２３％ １９ ５ ２６％ 6 3 ５０％
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資料２資料２ ＣＰＤＣＰＤ及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況及び登録基幹技能者制度の普及に向けた取組状況

Ｐ８（１） ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況の公表（参考）・・・・・・

Ｐ１３

Ｐ１４

（２） ＣＰＤを評価項目に採用した結果について（参考）・・・・・・・・・

（３） 登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について（参考）・・ Ｐ１４（３） 登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について（参考）
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(1)(1) ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況の公表（参考の公表（参考①）①）
大阪航空局ホームページ大阪航空局ホ ム ジ
トップページ → 契約情報 → お知らせ

Ｃｌｉｃｋ

Ｃｌｉｃｋ

Ｃｌｉｃｋ

Ｃｌｉｃｋ
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(1) (1) ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況のの公表（参考②）公表（参考②）
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(1) (1) ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況のの公表（参考③）公表（参考③）
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(1) (1) ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況のの公表（参考④）公表（参考④）
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(1) (1) ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況ＣＰＤ、登録基幹技能者等の取組状況のの公表（参考⑤）公表（参考⑤）
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(2) (2) ＣＰＤを評価項目に採用した結果について（参考）ＣＰＤを評価項目に採用した結果について（参考）

■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者におけるＣＰＤ推奨単位取得者数の業種別状況競争参加資格確認申請者におけるＣＰＤ推奨単位取得者数の業種別状況■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者におけるＣＰＤ推奨単位取得者数の業種別状況競争参加資格確認申請者におけるＣＰＤ推奨単位取得者数の業種別状況

（８月末現在）

うちＣＰＤ推奨業 種 等 級 工 事 件 名
申請者（企業）

割合
（Ｃ）＝

申請配置予定 うちＣＰＤ推奨
単位取得者数

（Ｂ）

土木工事 又は
鋼構造物工事

土木A
鋼構造物B

那覇空港３６側ミドルマーカー撤去等工事 4 5 5

木 %

業　　種 等　級 工 事 件 名
数

（Ｃ）＝
（Ｂ／Ａ）

技術者数（Ａ）

土木工事 又は
ほ装工事

土木A又はB
ほ装工事A

高知空港構内道路ケーブルダクト設置等工事（再公告） 3 3 0

7 8 5

B 名古屋飛行場旧ＡＲＴＳ庁舎撤去工事 2 4 0

土木

小　　計

63%

C 鹿児島空港事務所庁舎改修工事 1 1 0

B 山口宇部空港出張所管制塔庁舎外１棟撤去工事 1 1 1

B 宮古空港・航空路監視レーダー事務所庁舎外１棟改修工事 2 2 2

B 神戸航空衛星センター庁舎外壁改修工事 3 3 0建築工事
建築 %

神戸航 衛 庁舎外 改修 事

B 高松空港電源局舎増築工事 8 8 4

B又はC 今の山ＡＲＳＲ局舎改修工事 3 3 0

A又はB 高松空港事務所庁舎改修工事 6 7 3

A又はB 福岡航空交通管制部庁舎業務棟外３棟改修工事 1 1 0

建築 33%

A又はB 福岡航空交通管制部庁舎業務棟外３棟改修工事 1 1 0

27 30 10

管工事 A 鹿児島空港事務所ＥＱ室他空気調和設備工事 4 4 0

4 4 0

合 計

機械

小　　計

小　　計
0%
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38 42 15 36%合 　　　計



(3) (3) 登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について（参考）登録基幹技能者を評価項目に採用した結果について（参考）
■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況■平成２４年度発注工事平成２４年度発注工事 競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況競争参加資格確認申請者における登録基幹技能者数の業種別状況

（８月末現在）

うち登録基幹
技能者の従事

業　　種 等　級 工　事　件　名
申請者（企業）

数（Ａ）

割合
（Ｃ）＝

（Ｂ／Ａ）

評価する登録基幹技能
者の工種

数（Ｂ）

土木工事 又は
鋼構造物工事

土木A
鋼構造物B

那覇空港３６側ミドルマーカー撤去等工事 4 1

土木工事 又は
ほ装工事

土木A又はB
ほ装工事A

高知空港構内道路ケーブルダクト設置等工事（再公告） 3 0
土木 14%

（Ｂ／Ａ）

鳶・土工
又は

機械土工

ほ装工事 ほ装工事A
高知空港構内道路ケ ダク 設置等 事（再公告）

7 1

C
内装仕上 又は

建設塗装
鹿児島空港事務所庁舎改修工事 1 0

B 鳶・土工 又は 左官 宮古空港・航空路監視レーダー事務所庁舎外１棟改修工事 2 0

小　　計

B 鳶・土工 又は 左官 宮古空港・航空路監視レーダー事務所庁舎外１棟改修工事 2 0

B 鳶・土工 又は 防水 神戸航空衛星センター庁舎外壁改修工事 3 0

B 鉄筋 又は 型枠 高松空港電源局舎増築工事 8 3

B又はC 今の山ＡＲＳＲ局舎改修工事 3 0

A又はB 高松空港事務所庁舎改修工事 6 4

建築
建築工事

33%

鳶・土工
又はA又はB 高松空港事務所庁舎改修工事 6 4

A又はB 福岡航空交通管制部庁舎業務棟外３棟改修工事 1 1

24 8

管工事 A 配管 又は 電気工事 鹿児島空港事務所ＥＱ室他空気調和設備工事 4 1

4 1
機械 25%

小 計

小　　計

又は
鉄筋

4 1

A 鹿児島空港道路照明灯改良その他工事 6 2

A 高知空港道路照明灯改良その他工事 4 0

10 2

45 12 27%合 計

小 　計

電気 20%

小　　計

電気工事 電気工事
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資料３資料３ 建築工事における施工体制確認型の拡大について建築工事における施工体制確認型の拡大について

Ｐ１６

（１） 施工体制確認型総合評価落札方式
の実施通達について（参考）・・・・ Ｐ１６の実施通達について（参考）・・・・
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(1) (1) 施工体制確認型総合評価落札方式の実施通達について（参考）施工体制確認型総合評価落札方式の実施通達について（参考）

■「施工体制確認型総合評価落札方式の試行について」（通達）■「施工体制確認型総合評価落札方式の試行について」（通達）
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資料４資料４ 社会保険未加入問題への対策について社会保険未加入問題への対策について

Ｐ１８（１） 社会保険未加入問題対策の近況について（参考）・・・・・・・・
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(1) (1) 社会保険未加入問題対策の近況について（参考①）社会保険未加入問題対策の近況について（参考①）

「建設業法施行規則の一部を改正する省令」及び「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査

の項目及び基準を定める件の一部を改正する告示」について
（平成２４年５月１日公布）

①保険未加入企業に対する経営事項審査の評価（平成２４年７月から）

経営事項審査について、雇用保険、健康保険、厚生年金保険への未加入企業に対する減点幅が

拡大。拡大。

⇒３保険すべて未加入 ▲６０点→▲１２０点

②建設業許可申請書に、保険加入状況を記載した書面の添付が必要（平成２４年１１月から）

建設業の許可・申請時に、新たに保険加入状況を記載した書面を提出。建設業の許可 申請時に、新たに保険加入状況を記載した書面を提出。

国・都道府県の建設業担当部局は、申請者の保険加入状況を確認し、未加入であることが判明

した企業に対しては加入指導を実施。

③ 帳 （ ）③施工体制台帳に、保険加入状況の記載が必要（平成２４年１１月から）

施工体制台帳に、特定建設業者及び下請企業の保険加入状況の記載を義務付け、また、下請企

業には、再下請企業の保険加入状況を特定建設業者に通知とする。

国・都道府県の建設業担当部局は 営業所への立入り検査による保険加入状況の確認を行うと国・都道府県の建設業担当部局は、営業所への立入り検査による保険加入状況の確認を行うと

ともに、工事現場への立入り検査による施工体制台帳等の確認を行い、元請企業への指導状況

の確認を実施。
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(1) (1) 社会保険未加入問題対策の近況について（参考②）社会保険未加入問題対策の近況について（参考②）

社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン（Ｈ２４．１１．１施行予定）
国土交通省 土地・建設産業局

・建設業の社会保険の加入について、元請企業及び下請企業がそれぞれ負うべき役割と責任を明確にし、

建設企業の取組の指針となるべきもの

（Ｈ２４．５．２５～Ｈ２４．６．２５：パブリックコメント）→（Ｈ２４．７．４：通知）

趣 旨

社会保険について法定福利費を適正負担しない企業（保険未加入企業）が存在し、公的補償が確保され

ず若年入職者の減少、また、負担する企業ほど競争上不利になるという矛盾した状況が生じているため、

政 請 業 請 業が 体 組が行政、元請企業、下請企業が一体となった取組が必要

企業の役割と責任

○協力会社組織を通じた指導等

下請企業の役割と責任

社会保険加入を徹底するためには 建設労働者を○協力会社組織を通じた指導等

○下請け企業選定時の確認・指導等

○再下請負通知書を活用した確認・指導等

○作業員名簿を活用した確認・指導等

社会保険加入を徹底するためには、建設労働者を

雇用する者、特に下請企業自らが積極的にその責任

を果たすことが必要不可欠

○雇用する労働者の社会保険加入手続きを適切に○作業員名簿を活用 確認 指導等

○施工体制台帳の作成を要しない工事における

取り扱い

○建設工事の施工現場等における周知啓発

○雇用する労働者 社会保険加入手続きを適切

行うこと

○元請企業が行う指導に協力すること
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１．はじめに 

 

（背景） 

公共工事は、調達時点で品質を確認できる物品の購入とは基本的に異なり、施工者の技術力等により品

質が左右され、また、公共工事の上流部において実施される調査・設計業務についても、公共工事と同様

に、業務を実施する技術者の技術力等が成果品の品質に大きな影響を与えるところである。 

一方で、現在の我が国の厳しい財政状況を背景に、公共投資の削減が続けられてきた結果、公共工事と

同様に、それに係る調査・設計についても不適格業者の参入によるいわゆるダンピング受注の発生や成果

品の品質低下など、公共工事の品質確保についても、懸念が高まってきたことから、このような背景を踏

まえ、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が平成 17 年３月に成立、４月より施行されたところで

ある。 

本法律では、公共工事の品質は、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質

が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保されなければならないと規定されている。また、

本法律を踏まえて、平成 17 年 8 月 26 日に閣議決定された『公共工事の品質確保の促進に関する施策を総

合的に推進するための基本的な方針(基本方針)』において、公共工事に係る調査・設計の品質の確保に関

しても価格と品質が総合的に優れた内容の契約とすることが必要と位置づけられたところである。 

このような中、これまで主としてプロポーザル方式又は価格競争入札方式の２つの発注方式で実施して

きた公共工事に係る建設コンサルタント業務等について、品質確保に関する動向を踏まえ、平成 19 年度

から総合評価落札方式の試行が開始され、その後、平成 20 年 5 月に財務省との包括協議が整い、建設コ

ンサルタント業務等においても総合評価落札方式を本格的に導入することとなった。 

これらを受けて国土交通省では、平成 21 年 3 月に「設計コンサルタント業務等成果の向上に関する懇

談会」（座長：小澤一雅東京大学大学院工学系研究科教授）において、「建設コンサルタント業務等におけ

るプローザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン」（以下「運用ガイドライン」という）が定

められ、その後の実施状況等を踏まえ、平成 23 年 6月に同運用ガイドラインが改定されたところである。 

また、航空局においても、制定・改定された同運用ガイドラインを踏まえ、平成２４年３月には「建設

コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン（国土交通省

航空局）」（以下「航空局運用ガイドライン」という。）が制定されている。 

 

（ガイドラインの改定） 

 「運用ガイドライン」が改定されたこと及び「航空局運用ガイドライン」が制定されたことを受け、平

成 22 年 1月 20 日開催の「総合評価に関する委員会」で審議され、大阪航空局における発注の指針として

制定された「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラ

イン（試行版）」（以下「大阪航空局運用ガイドライン」）を改定するものである。 

 

（本ガイドラインの適用） 

改定された「大阪航空局運用ガイドライン」は、平成２５年４月１日以降に契約手続を開始する業務か

ら適用することとする。 
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２．建設コンサルタント業務等の方式選定の基本的考え方

発注方式業 務 内 容

■ 建設コンサルタント業務等における調達方式を選定する際の基本的な考え方

２ 事前に仕様を確定可能

１．建設コンサルタント業務等の内容が技術的に高度なもの又は専門的
な技術が要求される業務であって、提出された技術提案に基づいて、
仕様を作成するほうが最も優れた成果を期待できる業務
なお、上記考え方を前提に、業務の予定価格を算出するに当た

って標準的な歩掛がなく、その過半に見積を活用する業務※１

②総合評価落札方式（標準型）

発注方

① 建設コンサルタント業務等
の実施方針と併せて、評価
テーマに関する技術提案を

建
設
コ
ン
サ

価格点：技術点の割合

１：２ ～ １：３

①プロポーザル方式

実施方針 評価

実施方針＋特定テーマ

２．事前に仕様を確定可能
であるが、入札者の提示
する技術等によって、調
達価格の差異に比して、
事業の成果に相当程度の
差異が生ずることが期待
できる業務

テ マに関する技術提案を
求めることによって、品質向
上を期待できる業務

サ
ル
タ
ン
ト
業
務
等

② 建設コンサルタント業務等
の実施方針のみで、品質
向上を期待できる業務

③総合評価落札方式（簡易型）

価格点：技術点の割合

１：１※

実施方針＋評価テーマ

・評価テーマ２つ以上の場合は１：３
・評価テーマ１つの場合は１：２

・実施方針（評価テーマは求めない）のみ

※業務の難易度に応じて１：２も使用可

３．入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付
すことにより品質を確保できる業務

④価格競争方式
・（選定段階で）資格、実績、成績

①プロポーザル方式 ： 配置予定技術者を対象にヒアリングを実施する。その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する
技術提案の内容について確認する。

②③総合評価落札方式 ： ヒアリングは１：３の業務のように技術者の能力を重視する場合、配置予定技術者を対象に実施するものとし、
１：２の業務においては、技術者の能力を直接確認することが必要な場合に実施するものとする。その場合、事
前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する

※１： 予定価格の算出において、その過半に見積を活用する業務であっても、業務の内容が技術的に高度ではないもの又は専門的な技術が要求される業務ではない簡易なもの等については総合評価
落札方式又は価格競争方式を選定できる。

前に提出された実施方針及び評価テ マに関する技術提案の内容について確認する。
なお、１：１の業務においては、ヒアリングを原則実施しない。

総合評価落札方式の対象は、受注者（入札参加者）及び発注者の負担を勘案して、試行的に予定価格1,000万円以上の業務を一つの目安とし、
実施するものとする。

業務タイプ
業務イメージ

価格点：技術点

１：３
技術的工夫が
特に大きい業務

業務の難易度が高く、専門的な知識の拘
束力・応用力に関する技術評価が特に重
要な業務

■ 総合評価落札方式による発注業務のイメージ

総合評価
落札方式

要な業務

１：２
技術的工夫の

余地が大きい業務

業務の実施手順や実施体制等の工夫に加
え、専門的な知識や構想力・応用力を評
価テーマとして評価することで質の高い
成果が期待できる業務

１：１
技術的工夫の
余地がある業務

業務の実施手順や実施体制等の工夫によ
り、成果の品質や作業の安全性等の向上
が期待できる業務
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プロポーザル方式

空港計画(高度なもの)

高度な施工方法検討環境アセスメント

３．建設コンサルタント業務等における標準的な発注方式事例

空
港
計
画
・土

知
識

整備効果分析検討

地質調査(一般)

発注者支援業務

空港計画(簡易なもの)

用地造成設計

用地(路線)測量

航空写真測量環境調査(簡易なもの)土
木
関
係

総合評価方式

価格競争方式

航空写真測量

ボーリング調査

土質試験

環境調査(簡易なもの)

空港施設設計

路面性状調査等

定期点検測量等

各種資料作成

構想力・応用力

プロポーザル方式

環境配慮契約法※１ 第５条に規定
する基本方針に基づき契約する設計

建
築
及

知
識

する基本方針に基づき契約する設計

ＰＦＩ事業に係る整備検討
（財務・法務、建築計画）

ＥＳＣＯ事業に係る整備検討
（フィージビリティ・スタディ）

建築物の設計※２耐震診断

建築物の環境保全性

に関する診断工事監理

及
び
設
備
関
係

総合評価方式

価格競争方式

建築物の設計（簡易なもの）※３

建築物等の点検※４

建築設備等実施設計

敷地調査

※１ 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律(平成19年法律56号)
※２ 建築士法第３条又は第３条の２に規定される設計で、創意工夫の余地の大きい業務
※３ 建築士法第３条又は第３条の２に規定される設計で、※２以外の設計（撤去等含）
※４ 建築基準法第１２条に基づく点検等

構想力・応用力
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プロポーザル方式

航
空
保
安
施

知
識

航空保安無線施設等
基本設計

航空保安無線施設等
施
設
関
係

総合評価方式

価格競争方式

航空灯火・電源設備等
基本設計

航空灯火・電源設備等
実施設計

航空灯火・電源設備等
施工管理

航空保安無線施設等
実施設計

航空保安無線施設等
施工管理

構想力・応用力
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発注方式カルテ（空港計画・土木関係）

プロポーザル方式 総合評価方式 価格競争方式

内容が技術的に高度
なもの又は専門的な技
術が要求される業務
で、提出された技術提
案に基づいて仕様を作
成するもの

事前に仕様を確定する
が提出される技術等に
よって、価格の差異に
比して事業の成果に相
当程度の差異が期待
できるもの

入札参加条件として、
一定の資格･実績・成
績等を付すことにより
品質を確保できるもの

空港計画（高度なもの）
空港の整備計画（ターミナル含む）を策定
するうえで必要とされる調査等

○

高度な施工方法等検討
空港施設の施工方法等の計画を策定する
うえで必要とされる調査等

○

環境アセスメント
空港整備事業に係る環境影響評価に関す
る調査等

○ △

整備効果分析検討 費用便益分析の計測に係る検討 ○ △

発注者支援業務 施工状況確認及び監督補助業務 ○

地質調査（一般） 一般的な地質調査 ○

空港計画（簡易なもの）
空港ターミナル計画を策定するうえで必要
とされる基礎調査等

△ ○

用地造成設計 用地造成の設計 △ ○

用地（路線）測量 用地（路線）の測量 △ ○

航空写真測量 航空写真測量 △ ○

ボーリング調査 単独のボーリング調査 △ ○

土質試験 単独の土質試験 △ ○

環境調査（簡易なもの） 環境に関する個別調査 ○

空港施設設計 空港施設（基本施設・付帯施設）の設計 ○

路面性状調査等 路面性状調査やすべり摩擦係数測定調査 ○

定期点検測量等 定期点検測量や個別点検業務 ○

各種資料作成 技術的な審査事項がない資料作成 ○

業務分類 定義

標準的な発注方式（○：基本、△：条件に応じ）
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発注方式カルテ（建築及び設備関係）

プロポーザル方式 総合評価方式 価格競争方式

内容が技術的に高度
なもの又は専門的な技
術が要求される業務
で、提出された技術提
案に基づいて仕様を作
成するもの

事前に仕様を確定する
が提出される技術等に
よって、価格の差異に
比して事業の成果に相
当程度の差異が期待
できるもの

入札参加条件として、
一定の資格･実績・成
績等を付すことにより
品質を確保できるもの

環境配慮法第５条に規定する基本方
針に基づき契約する設計

国等における温室効果ガス等の排出の削
減に配慮した契約の推進に関する法律(平
成19年法律56号)基本方針に基づく設計

○

ＰＦＩ事業に係る整備検討
（財務・法務、建築計画）

民間資金等の活用による公共施設等の整
備等の促進に関する法律（平成 11年法律
第117 号）第2条に規定する特定事業のう
ち、PFI 法第6 条の規定に基づき選定され
た事業の実施に当たり必要となる検討

○

ＥＳＣＯ事業に係る整備検討
（フィージビリティ・スタディ）

ＥＳＣＯ事業（又は老朽化による設備改修）
の予算要求資料等としての、導入に向けた
詳細の費用対効果、計測・検証方法、他の
改修計画との整合、事業規模算定等の検
討、最終的なＥＳＣＯ事業導入の適否の判
断を行うための資料整理

○

建築物の設計

建築士法第３条又は第３条の２に規定され
る設計で、創意工夫の余地の大きい業務
等で、提案を反映して仕様を確定する必要
がある実施設計

○ △

建築物の環境保全性に関する診断

「官庁施設の環境保全性に関する基準」
（平成17 年3 月31 日国営環第7 号）を踏ま
えた、環境保全性に関する診断（性能の評
価）

○

耐震診断

国家機関の建築物及びその附帯施設の位
置、規模及び構造に関する基準（平成６年
１２月１５日建設省告示第２３７９号）及び官
庁施設の総合耐震計画基準（平成８年１０
月２４日建設事務次官決定）に基づく、建
築物及びその附帯施設の地震災害及びそ
の二次災害に対する安全性評価

○ △

工事監理

営繕工事（建築工事、電気設備工事、給排
水衛生設備工事、空調換気設備工事及び
昇降機等工事）に係る工事を設計図書と照
合し、それが設計図書のとおりに実施され
ているかいないかを確認する業務の委託

△ ○

敷地調査
建築物等に関連する敷地測量及び建築物
その他の調査並びに地盤調査に関する業
務

△ ○

建築物の設計
（簡易なもの）

建築士法第３条又は第３条の２に規定され
る設計で、創意工夫の余地の小さい業務
（撤去等含）

○

建築物等の点検
建築基準法第12条の規定に基づく建築物
の敷地、構造及び建築設備の点検等

○

建築設備等実施設計

共通仕様書等において詳細の実施内容・
手順が示されており、それに基づいて実施
される検討の余地の無い積算・図面等の
作成作業が主となる建築設備等の実施設
計

○

業務分類 定義

標準的な発注方式（○：基本、△：条件に応じ）
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発注方式カルテ（航空保安施設関係）

プロポーザル方式 総合評価方式 価格競争方式

内容が技術的に高度
なもの又は専門的な技
術が要求される業務
で、提出された技術提
案に基づいて仕様を作
成するもの

事前に仕様を確定する
が提出される技術等に
よって、価格の差異に
比して事業の成果に相
当程度の差異が期待
できるもの

入札参加条件として、
一定の資格･実績・成
績等を付すことにより
品質を確保できるもの

航空保安無線施設等基本設計

仕様書等において詳細な実施内容・手順
が示されており、それに基づいて実施され
る検討の余地の無い航空保安無線施設、
管制施設の基本設計、調査

○

航空保安無線施設等実施設計

共通仕様書等において詳細な実施内容・
手順が示されており、それに基づいて実施
される検討の余地の無い積算、図面等の
作成作業

○

航空保安無線施設等施工管理
共通仕様書等において詳細な実施内容・
手順が示されており、それに基づいて実施
される検討の余地の無い施工管理業務

○

航空灯火・電源設備等基本設計

仕様書等において詳細な実施内容・手順
が示されており、それに基づいて実施され
る検討の余地の無い航空灯火・電源設備
の基本設計、調査

○

航空灯火・電源設備等実施設計

共通仕様書等において詳細な実施内容・
手順が示されており、それに基づいて実施
される検討の余地の無い積算、図面等の
作成作業

○

航空灯火・電源設備等施工管理
共通仕様書等において詳細な実施内容・
手順が示されており、それに基づいて実施
される検討の余地の無い監督補助業務

○

業務分類 定義

標準的な発注方式（○：基本、△：条件に応じ）
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４．発注方式別の具体的な実施手順 
（１）プロポーザル方式の実施手順 

プロポーザル方式を実施する場合の標準的な手順は以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

プロポーザル方式の実施手順 

標

準

簡
易
公
募
型

公

募

型

参 加 資 格 条 件 の 審 査

(建設コンサルタント等選定委員会)

参 加 表 明 書 の 提 出 期 限

手 続 開 始 の 公 示

( 説 明 書 の 交 付 開 始 )

技 術 提 案 書 提 出 者 の 選 定

(建設コンサルタント等選定委員会)

選定通知/提案書要請書の送付

非 選 定 理 由 の 説 明 要 求

理 由 の 説 明 要 求 に 係 る 回 答
技 術 提 案 書 の 提 出 期 限

ヒ ア リ ン グ の 実 施

技 術 提 案 書 の 評 価 決 定

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

技 術 提 案 書 の 評 価

(建設コンサルタント等選定委員会)

技 術 提 案 書 の 特 定 ・ 通 知

競争参加者の資格に関する公示

( 設 計 共 同 体 公 示 )

設計共同体資格認定申請期限

設 計 共 同 体 認 定

設 計 共 同 体 認 定 の 通 知

非 特 定 理 由 の 説 明 要 求

理 由 の 説 明 要 求 に 係 る 回 答

・業務の概要 

・参加表明書及び技術提案書の作成・提出方法 

・技術提案書提出者の選定基準、評価基準等 

・管理技術者の経験及び能力 

・業務の実施体制 

・３～５者程度を選定 

契 約 の 締 結

・非選定者には理由を付して通知 

・標準プロポーザルの場合 

・２者以下の場合は追加要請

・非特定者には理由を付して通知 

・予定価格の範囲内で契約の交渉

（公募型、簡易公募型の場合のみ） 

10
日
(*2)

10
日 

10
日
以
内
(*3)

10
日
以
内
(*3)

40
日
以
上 

15
～
25
日
(*4) 

10
～
20
日
(*4) 

20
日
以
内 

20
日
以
内 

20
日
以
内 

政
府
調
達
協
定
対
象

で
あ
っ
て
基
準
額

(*1)
以
上
の
業
務 

政
府
調
達
協
定
対
象

で
あ
っ
て
五
千
万
円

以
上
の
業
務 

そ
の
他
の
業
務 

15
日
程
度

15
日
程
度

15
日
程
度

10日以内*5

7 日以内*5,6

7 日以内*6

10 日以内

*1 国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政

令第 3条第 1項に規定する財務大臣の定める額 

*2 簡易公募型に準じた方式の場合は、7日まで短縮可能

*3 設計共同体の参加を認める場合は 20 日まで延長可能

*4 適宜短縮可能 

*5 簡易公募型の場合は 5日 

*6 行政機関の休日に関する法律(昭和 61 年法律第 91 号)

第 1 条に規定する行政機関の休日を含まない。 

受 注 意 思 確 認

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )
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（２）総合評価落札方式（予定価格 5 千万円以上）【公募型指名競争・簡易公募型指名 
競争】の実施手順 

総合評価落札方式（標準型・簡易型）のうち予定価格 5千万円以上の業務を実施

する場合の標準的な手順は以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( V E 審 査 委 員 会 )

参 加 表 明 書 の 提 出 期 限

手 続 開 始 の 公 示

( 説 明 書 の 交 付 開 始 )

技 術 提 案 書 提 出 者 の 選 定

( V E 審 査 委 員 会 )

指 名 通 知

ヒ ア リ ン グ の 実 施

技 術 提 案 書 の 評 価

( V E 審 査 委 員 会 )

入 札 及 び 開 札

競争参加者の資格に関する公示 

( 設 計 共 同 体 公 示 ) 

設計共同体資格認定申請期限 

設 計 共 同 体 認 定 

設 計 共 同 体 認 定 の 通 知 

・業務の概要 

・参加表明書及び技術提案書の作成・提出方法 

・技術提案書提出者の選定基準、評価基準等 

・管理技術者の経験及び能力 

・業務の実施体制 

・原則として 10 者程度を選定 

契 約 の 締 結

10
日 

10
日
以
内
(*2)

40
日
以
上 

20
日
以
内 

10日以内*3 

7 日以内*3,4 

*1 国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第

3条第 1項に規定する財務大臣の定める額 

*2 設計共同体の参加を認める場合は 20 日まで延長可能 

*3 簡易公募型の場合は 5日   

*4 行政機関の休日に関する法律(昭和 61 年法律第 91 号)第 1

条に規定する行政機関の休日を含まない。 

*5  1:1 はヒアリングを原則実施しない。 

  1:2 は技術者の能力を直接確認することが必要な場合実施。

1:3 はヒアリングを実施。 

技 術 提 案 書 の 提 出 期 限

技 術 提 案 書 提 出 者 の 決 定

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

*5

非 指 名 理 由 の 説 明 要 求 

理由の説明要求に係る回答 

・非選定者には理由を付して通知

公

募

型

政
府
調
達
協
定
対
象

で
あ
っ
て
基
準
額

(*1)
以
上
の
業
務 

簡
易
公
募
型

五
千
万
円
以
上 

の
業
務 

10
日 

10
日
以
内
(*2)

15
～
25
日 

20
日
以
内 

総合評価落札方式（予定価格 5 千万円以上）【公募型・簡易公募型指名競争】の実施手順 

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

技 術 提 案 書 の 評 価 決 定

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )
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（３）総合評価落札方式（予定価格 5 千万円未満）【簡易公募（短縮）型指名競争】の

実施手順 

総合評価落札方式（標準型・簡易型）のうち予定価格 5千万円未満の業務を簡易

公募（短縮）型指名競争で実施する場合の標準的な手順は以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( V E 審 査 委 員 会 )

参 加 表 明 書 の 提 出 期 限

手 続 開 始 の 公 示

( 説 明 書 の 交 付 開 始 )

技 術 提 案 書 提 出 者 の 選 定

( V E 審 査 委 員 会 )

指 名 通 知

ヒ ア リ ン グ の 実 施

技 術 提 案 書 の 評 価

( V E 審 査 委 員 会 )

入 札 及 び 開 札

競争参加者の資格に関する公示 

( 設 計 共 同 体 公 示 ) 

設計共同体資格認定申請期限 

設 計 共 同 体 認 定 

設 計 共 同 体 認 定 の 通 知 

・業務の概要 

・参加表明書及び技術提案書の作成・提出方法 

・技術提案書提出者の選定基準、評価基準等 

・管理技術者の経験及び能力 

・業務の実施体制 

・原則として 10 者程度を選定 

契 約 の 締 結

10
日
以
内
(*1)

20
日
以
内 

5日以内 

5 日以内*3 

*1 設計共同体の参加を認める場合は 20 日まで延長可能 

*2 参加表明書の作成手続きと技術提案書の作成手続きを並行

して実施することにより、簡易公募型に比べ、手続きに要

する期間の短縮を図る。 

*3 行政機関の休日に関する法律(昭和 61 年法律第 91 号)第 1

条に規定する行政機関の休日を含まない。 

*4  1:1 はヒアリングを原則実施しない。 

  1:2 は技術者の能力を直接確認することが必要な場合実施。

1:3 はヒアリングを実施。 

技 術 提 案 書 の 提 出 期 限

技 術 提 案 書 提 出 者 の 決 定

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

*4

非 指 名 理 由 の 説 明 要 求 

理由の説明要求に係る回答 

・非選定者には理由を付して通知

簡

易

公

募

（
短
縮
）
型

五
千
万
円
未
満 

の
業
務 

5
～
20
日
(*2)

総合評価落札方式（予定価格 5 千万円未満）【簡易公募（短縮）型指名競争】の実施手順 

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

技 術 提 案 書 の 評 価 決 定

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

5
～
10
日 
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（４）総合評価落札方式（予定価格 5 千万円未満）【一般競争】の実施手順 

総合評価落札方式（標準型・簡易型）のうち予定価格 5千万円未満の業務を一般

競争で実施する場合の標準的な手順は以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*2 

一

般

競

争

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( V E 審 査 委 員 会 )

入 札 公 告

( 説 明 書 の 交 付 開 始 )

競 争 参 加 資 格 確 認 結 果 通 知

競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書 ・

技 術 提 案 書 の 提 出 期 限

ヒ ア リ ン グ の 実 施

技 術 提 案 書 の 評 価

( V E 審 査 委 員 会 )

入 札 及 び 開 札

競争参加者の資格に関する公示

( 設 計 共 同 体 公 示 )

設計共同体資格認定申請期限

設 計 共 同 体 認 定

設 計 共 同 体 認 定 の 通 知

・業務の概要 

・参加表明書及び技術提案書の作成・提出方法 

・技術提案書提出者の選定基準、評価基準等 

契 約 の 締 結

・非選定者には理由を付して通知

20
日
以
内 

*1 行政機関の休日に関する法律(昭和 61年法律第91号)第 1条

に規定する行政機関の休日を含まない。 

*2  1:1 はヒアリングを原則実施しない。 

  1:2 は技術者の能力を直接確認することが必要な場合実施。

1:3 はヒアリングを実施。 

15
～
30
日 

入 札 参 加 者 の 決 定

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

非 指 名 理 由 の 説 明 要 求

理 由 の 説 明 要 求 に 係 る 回 答

5日以内*1

5 日以内 

総合評価落札方式（予定価格 5 千万円未満）【一般競争】の実施手順 

参 加 資 格 条 件 の 審 査

( 入 札 参 加 者 選 定 審 査 会 )

五
千
万
円
未
満 

の
業
務 
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５． 建設コンサルタント業務等における発注方式別の審査・評価

【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】

プロポーザル方式の選定段階における評価基準

判断基準

① 当該業務に関する部門の登録 3点

② ①以外 0点

① 同種業務の実績がある 12点

② 類似業務の実績がある 6点

③ ①②以外 選定しない

① 78点以上 30点

② 76点以上78点未満 24点

③ 74点以上76点未満 18点

④ 72点以上74点未満 12点

⑤ 70点以上72点未満 6点

⑥ 65点以上70点未満 0点

⑦ 65点未満 選定しない

① 同種業務の実績がある 9点

② 類似業務の実績がある 4点

③ ①②以外 選定しない

① 78点以上 30点

② 76点以上78点未満 24点

③ 74点以上76点未満 18点

④ 72点以上74点未満 12点

⑤ 70点以上72点未満 6点

⑥ 65点以上70点未満 0点

⑦ 65点未満 選定しない

① 当該空港等における業務実績がある。 (  )点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点

100点 100%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

評価
項目

評価の着眼点

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術部
門登録

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録
等

① 文書注意

② 口頭注意

事故及び不誠実な行為

大阪航空局長から建設コンサルタ
ント業務等に関し、右記の措置を受
けた日から、業務成績評定を通知
する間、評価を減ずる。

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術者
資格等

技術者資格等、その専門分野

成
績
・
表
彰

① 局長表彰の実績がある 5点

専門技
術力

成果の
確実性

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

-5点

-3点

5点

① 技術士、博士（当該分野の研究業務
等高度な技術検討や学術的知見を要す
る業務に適用）

6点

評価ウェイト

計

業務実施
体制

業務実施体制の
妥当性

右記のいずれかの項目に該当する
場合には選定しない

選定しない② 設計共同体による場合に、業務の分
担構成が細分化され過ぎている場合、一
の分担業務を複数の構成員が実施するこ
ととしている場合

① 業務の分担構成が不明確又は不自
然な場合

① 局長表彰の実績がある

② RCCM、地質調査士（地質調査分野に
適用）、土木学会認定（特別上級、上級、
１級）技術者（土木関係分野に適用）、コ
ンクリート診断士（コンクリート構造物の維
持・修繕に適用）、土木鋼構造診断士（鋼
構造物の維持・修繕に適用

3点

専門技
術力

業務執
行技術
力

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

－

15%

35%

－

15%

35%

資
格
・

実
績
等

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了し
た当該空港・周辺での業務実績

(  ）%
情報収
集力

地域精
通度
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【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】

プロポーザル方式の特定段階における評価基準

判断基準

① 同種業務の実績がある 6点

② 類似業務の実績がある 3点

① 78点以上 10点

② 76点以上78点未満 8点

③ 74点以上76点未満 6点

④ 72点以上74点未満 4点

⑤ 70点以上72点未満 2点

⑥ 65点以上70点未満 0点

① 当該空港等における業務実績がある。 (  )点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得 (  )点

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得 (  )点

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得 (  )点

25点 25%

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

75点 75%

特定しない －

100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

配置予定技術者を対象にヒアリングを実施すること。その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。

評価ウェイト

資
格
・
実
績
等

予定管理・
担当・照査
技術者の
経験及び
能力

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

10%

15%

(  ）%

情報収集
力

地域精通
度

(  ）%

評価
項目

評価の着眼点

技術者資
格等

資格要件

合　　計

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価する。

参考見積 業務コストの妥当性 業務規模と大きく乖離がある場合は特定しない。

小　　計

新工法採用の提案がある場合に優位に評価する。

周辺分野、異分野技術を採用した、高度の検討・解析手法の提案がある場合
に優位に評価する。

○

○

○

実現性

評価テー
マ1を準
用

25%

2点

技術者資格等、その専門分野

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

0～
50点

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了し
た当該空港・周辺での業務実績

0～
25点

小　　計

判断基準

5点① 局長表彰の実績がある

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

全
体

評価テー
マに対す
る技術提
案

評
価
テ
ー
マ
1

独創性

2

3

評価テー
マ1を準
用

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に評価する。

② RCCM、地質調査士（地質調査分野に
適用）、土木学会認定（特別上級、上級、
１級）技術者（土木関係分野に適用）、コ
ンクリート診断士（コンクリート構造物の維
持・修繕に適用）、土木鋼構造診断士（鋼
構造物の維持・修繕に適用

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・

実
績
等

専門技術
力

業務執行
技術力

成
績
・
表
彰

① 技術士、博士（当該分野の研究業務
等高度な技術検討や学術的知見を要す
る業務に適用）

その他

実施方針
実施フロ-
工程表
その他

業務理解度

実施手順

◎

○

評価テー
マ間の整
合性

的確性

4点

50%

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。

○
相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場合は優位に評価し、矛
盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。

工学的知見に基づく全く新しい提案がある場合に優位に評価する。

地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があった場合に
は評価する。

業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優位に評価
する。

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。

必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）が網羅されている場合に優
位に評価する。

◎

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案がある場合に優位に評価する。
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【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】

標準型プロポーザル方式（1段階方式）の特定時における評価基準

判断基準

① 当該業務に関する部門の登録 1点

② ①以外 0点

① 同種業務の実績がある 3点

② 類似業務の実績がある 1点

① 78点以上 5点

② 76点以上78点未満 4点

③ 74点以上76点未満 3点

④ 72点以上74点未満 2点

⑤ 70点以上72点未満 1点

⑥ 65点以上70点未満 0点

① 同種業務の実績がある 3点

② 類似業務の実績がある 1点

① 78点以上 5点

② 76点以上78点未満 4点

③ 74点以上76点未満 3点

④ 72点以上74点未満 2点

⑤ 70点以上72点未満 1点

⑥ 65点以上70点未満 0点

① 当該空港等における業務実績がある。 (  )点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得 (  )点

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得 (  )点

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得 (  )点

25点 25%

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

75点 75%

特定しない －

100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

配置予定技術者を対象にヒアリングを実施すること。その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。

評価
項目

評価の着眼点
評価ウェイト

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要件
技術者資
格等

技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究業務
等高度な技術検討や学術的知見を要す
る業務に適用）

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

8%

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある 3点

2点

5%

② RCCM、地質調査士（地質調査分野に
適用）、土木学会認定（特別上級、上級、
１級）技術者（土木関係分野に適用）、コン
クリート診断士（コンクリート構造物の維持・
修繕に適用）、土木鋼構造診断士（鋼構
造物の維持・修繕に適用

1点

専門技術
力

業務執行
技術力

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

資
格
・

実
績
等

情報収集
力

地域精通
度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了し
た当該空港・周辺での業務実績

(  ）%

予定管理・
担当・照査
技術者の
経験及び
能力

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

(  ）%

◎
業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優位に評価
する。

○
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があった場合には
評価する。

小　　計

判断基準

実施方針
実施フロ-
工程表
その他

業務理解度 目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。

0～
25点

25%

実施手順

50%

評
価
テ
ー
マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に評価する。

◎
必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）が網羅されている場合に優位
に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。

実現性

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。

全
体

評価テー
マ間の整
合性

○
相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場合は優位に評価し、矛
盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。

0～
50点

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価する。

独創性

合　　計

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

3
評価テー
マ1を準
用

○

小　　計

参考見積 業務コストの妥当性 業務規模と大きく乖離がある場合は特定しない。

工学的知見に基づく全く新しい提案がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用した、高度の検討・解析手法の提案がある場合に
優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優位に評価する。

2
評価テー
マ1を準
用

○

評価テー
マに対す
る技術提
案

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。

その他

4%

8%

－

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録
等

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

大阪航空局長から建設コンサルタン
ト業務等に関し、右記の措置を受け
た日から、業務成績評定を通知する
間、評価を減ずる。

資格要件
技術部門
登録

専門技術
力

成果の確
実性

事故及び不誠実な行為

-3点② 口頭注意

-5点① 文書注意

3点① 局長表彰の実績がある

成
績
・
表
彰

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無
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【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】

総合評価落札方式（簡易型・標準型）の指名段階における評価基準

判断基準

① 当該業務に関する部門の登録 3点

② ①以外 0点

① 同種業務の実績がある 12点

② 類似業務の実績がある 6点

③ ①②以外 指名しない

① 78点以上 30点

② 76点以上78点未満 24点

③ 74点以上76点未満 18点

④ 72点以上74点未満 12点

⑤ 70点以上72点未満 6点

⑥ 65点以上70点未満 0点

⑦ 65点未満 指名しない

① 同種業務の実績がある 9点

② 類似業務の実績がある 4点

③ ①②以外 指名しない

① 78点以上 30点

② 76点以上78点未満 24点

③ 74点以上76点未満 18点

④ 72点以上74点未満 12点

⑤ 70点以上72点未満 6点

⑥ 65点以上70点未満 0点

⑦ 65点未満 指名しない

① 当該空港等における業務実績がある。 (  )点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点

100点 100%計

資格要
件

専門技
術力

資
格
・
実
績
等

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある

業務執
行技術
力

② RCCM、地質調査士（地質調査分野に
適用）、土木学会認定（特別上級、上級、
１級）技術者（土木関係分野に適用）、コ
ンクリート診断士（コンクリート構造物の維
持・修繕に適用）、土木鋼構造診断士（鋼
構造物の維持・修繕に適用

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

① 技術士、博士（当該分野の研究業務
等高度な技術検討や学術的知見を要す
る業務に適用）

5点

評価ウェイト

15%

35%

－

-5点

-3点

指名しない －② 設計共同体による場合に、業務の分
担構成が細分化され過ぎている場合、一
の分担業務を複数の構成員が実施するこ
ととしている場合

3点

大阪航空局長から建設コンサルタ
ント業務等に関し、右記の措置を受
けた日から、業務成績評定を通知
する間、評価を減ずる。

35%

5点

① 文書注意

② 口頭注意

(  ）%

15%

① 業務の分担構成が不明確又は不自
然な場合

技術者資格等、その専門分野

6点

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

評価
項目

資格要
件

技術部
門登録

評価の着眼点

成果の
確実性

① 局長表彰の実績がある

業務実施
体制

業務実施体制の
妥当性

右記のいずれかの項目に該当する
場合には選定しない

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・

実
績
等

情報収
集力

地域精
通度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了し
た当該空港・周辺での業務実績

技術者
資格等

資
格
・
実
績
等

成
績
・
表
彰

専門技
術力

事故及び不誠実な行為

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録
等

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容
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【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】

総合評価落札方式（簡易型・標準型）の入札段階における評価基準

判断基準

① 同種業務の実績がある 15点 9点 6点

② 類似業務の実績がある 7点 4点 3点

① 78点以上 18点 12点 10点

② 76点以上78点未満 14点 10点 8点

③ 74点以上76点未満 11点 7点 6点

④ 72点以上74点未満 7点 5点 4点

⑤ 70点以上72点未満 4点 2点 2点

⑥ 65点以上70点未満 0点 0点 0点

① 当該空港等における業務実績がある。 (  )点 (  )点 (  )点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点 (  )点 (  )点

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得 (  )点 (  )点 (  )点

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得 (  )点 (  )点 (  )点

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得 (  )点 (  )点 (  )点

50点 50% 33点 33% 25点 25%

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

50点 50% 67点 67% 75点 75%

100点 100% 100点 100% 100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

標準型（１：３）は原則ヒアリングを実施する。標準型（１：２）は技術者の能力を直接確認する必要がある場合、配置予定技術者を対象にヒアリングを実施する。

その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。

簡易型（１：１）は原則リアリングは実施しない。必要に応じて配置予定技術者を対象にヒアリングの実施も可能とする。

その場合、事前に提出された実施方針に関する技術提案の内容について確認する。

10%

15%

(  ）%

6点

5点

7点

18%

5点

3点 2点25% 15%

(  ）% (  ）%

(  ）% (  ）%

簡易型

１　：　１

② RCCM、地質調査士（地質調査分野に
適用）、土木学会認定（特別上級、上級、
１級）技術者（土木関係分野に適用）、コン
クリート診断士（コンクリート構造物の維持・
修繕に適用）、土木鋼構造診断士（鋼構
造物の維持・修繕に適用

① 局長表彰の実績がある

専門技術
力

成
績
・
表
彰

(  ）%

評価ウェイト

25%

標準型

１　：　２ １　：　３

① 技術士、博士（当該分野の研究業務
等高度な技術検討や学術的知見を要す
る業務に適用）

10点 6点 4点

実施方針
実施フロ-
工程表
その他

予定管
理・担当・
照査技術
者の経験
及び能力

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。

資
格
・

実
績
等

情報収集
力

地域精通
度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了し
た当該空港・周辺での業務実績

評価
項目

資
格
・
実
績
等

資格要件
技術者資
格等

技術者資格等、その専門分野

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

評価の着眼点

業務執行
技術力

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

小　　計

判断基準

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価する。

業務理解度

実施手順

その他

◎
業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優位に評価
する。

○
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があった場合に
は評価する。

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。

小　　計

合　　計

2
評価テー
マ1を準
用

○

評価テー
マに対す
る技術提
案

全
体

評価テー
マ間の整
合性

○
相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場合は優位に評価し、矛
盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。

評
価
テ
ー
マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に評価する。

◎
必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）が網羅されている場合に優位
に評価する。

独創性

工学的知見に基づく全く新しい提案がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用した、高度の検討・解析手法の提案がある場合
に優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優位に評価する。

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。

実現性

0～
25点

25%

－ －
0～
37点

37%
0～
50点

50%

0～
50点

50%
0～
30点

30%
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【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】

総合評価落札方式（簡易型・標準型）の一般競争（1段階方式）の入札時における評価基準

判断基準

① 当該業務に関する部門の登録 2点 1点 1点

② ①以外 0点 0点 0点

① 同種業務の実績がある 8点 5点 3点

② 類似業務の実績がある 4点 2点 1点

① 78点以上 10点 6点 5点

② 76点以上78点未満 8点 5点 4点

③ 74点以上76点未満 6点 4点 3点

④ 72点以上74点未満 4点 2点 2点

⑤ 70点以上72点未満 2点 1点 1点

⑥ 65点以上70点未満 0点 0点 0点

① 同種業務の実績がある 6点 4点 3点

② 類似業務の実績がある 3点 2点 1点

① 78点以上 10点 6点 5点

② 76点以上78点未満 8点 5点 4点

③ 74点以上76点未満 6点 4点 3点

④ 72点以上74点未満 4点 2点 2点

⑤ 70点以上72点未満 2点 1点 1点

⑥ 65点以上70点未満 0点 0点 0点

① 当該空港等における業務実績がある。 (  )点 (  )点 (  )点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点 (  )点 (  )点

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得 (  )点 (  )点 (  )点

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得 (  )点 (  )点 (  )点

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得 (  )点 (  )点 (  )点

50点 50% 33点 33% 25点 25%

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

50点 50% 67点 67% 75点 75%

100点 100% 100点 100% 100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

標準型（１：３）は原則ヒアリングを実施する。標準型（１：２）は技術者の能力を直接確認する必要がある場合、配置予定技術者を対象にヒアリングを実施する。

その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。

簡易型（１：１）は原則リアリングは実施しない。必要に応じて配置予定技術者を対象にヒアリングの実施も可能とする。

その場合、事前に提出された実施方針に関する技術提案の内容について確認する。

評価
項目

評価の着眼点
簡易型 標準型

１　：　１ １　：　２ １　：　３

評価ウェイト

4点

10%

3点

7%

2点

5%2点 1点 1点

8%

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある 5点 4点 3点

専門技術
力

業務執行
技術力

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

(  ）%

予定管
理・担当・
照査技術
者の経験
及び能力

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

(  ）% (  ）% (  ）%

資
格
・

実
績
等

情報収集
力

地域精通
度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了し
た当該空港・周辺での業務実績

(  ）% (  ）%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要件
技術者資
格等

技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究業務
等高度な技術検討や学術的知見を要す
る業務に適用）

② RCCM、地質調査士（地質調査分野に
適用）、土木学会認定（特別上級、上級、
１級）技術者（土木関係分野に適用）、コン
クリート診断士（コンクリート構造物の維持・
修繕に適用）、土木鋼構造診断士（鋼構
造物の維持・修繕に適用

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

15% 10%

○

小　　計

判断基準

実施方針
実施フロ-
工程表
その他

業務理解度 目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。

0～
50点

50%
0～
30点

－ －
0～
37点

37%
0～
50点

50%

地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提案があった場合には
評価する。

評価テー
マに対す
る技術提
案

全
体

評価テー
マ間の整
合性

○
相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場合は優位に評価し、矛
盾がある等整合性が著しく悪い場合は特定しない。

評
価
テ
ー
マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条件との整合性が高い場合に優位に評価する。

◎

30%
0～
25点

25%

実施手順
業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。

その他

◎

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

成
績
・
表
彰

2
評価テー
マ1を準
用

○

小　　計

合　　計

独創性

工学的知見に基づく全く新しい提案がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用した、高度の検討・解析手法の提案がある場合に
優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優位に評価する。

必要なキーワード（着眼点、問題点、解決方法等）が網羅されている場合に優位
に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位に評価する。

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位に評価する。

実現性

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。

利用しようとする技術基準、資料が適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優位に評価する。

業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に優位に評価
する。

10%

15%

5点

-5点

－

-3点

① 局長表彰の実績がある

① 文書注意

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の
局長表彰の経験有無

4%

8%

3点

-5点

－

-3点

6%

10%

4点

-5点

－

-3点

資格要件

専門技術
力

技術部門
登録

成果の確
実性

事故及び不誠実な行為

② 口頭注意

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録
等

過去10年間の公示日までに完了し
た同種、類似業務等の実績の内容

過去4年間の大阪航空局発注業務
の同じ業種区分の平均業務評定点

大阪航空局長から建設コンサルタン
ト業務等に関し、右記の措置を受け
た日から、業務成績評定を通知する
間、評価を減ずる。
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【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】

プロポーザル方式の選定段階における評価基準

総合 2点

構造 1点

電気 1点

機械 1点

以下の順で評価する。

① 同種業務の実績がある。

② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

● 管理技術者の場合

① 管理技術者又はこれに準ずる立場

② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

● 主任担当技術者の場合

① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 4点

① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

25点 100%

3点

構造 1点

評価
項目

評価の着眼点
評価ウェイト

判断基準

資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者 20%

40%
主任担当技術者

計

電気 1点

機械 1点

過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者 4点

40%

主任担当技術者

総合
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【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】

プロポーザル方式の特定段階における評価基準

 ※ 標準型プロポーザル方式（1段階方式）の場合にも適用

総合 2点

構造 1点

電気 1点

機械 1点

以下の順で評価する。

① 同種業務の実績がある。

② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

● 管理技術者の場合

① 管理技術者又はこれに準ずる立場

② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

● 主任担当技術者の場合

① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 4点

① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

2点

総合 2点

構造 2点

電気 2点

機械 2点

100点 100%

配置予定技術者を対象にヒアリングを実施すること。

その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。

評価
項目

評価の着眼点

判断基準

資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者 5%

評価ウェイト

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者 4点

10%

主任担当技術者

総合

機械 1点

過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

3点

構造 1点

電気 1点

0～15点

10%
主任担当技術者

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価

管理技術者

10%
主任担当技術者

計

テーマ② 0～15点

65%

業務の実施方針
業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮事項等に
ついて（ただし、評価テーマに対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等
を総合的に評価する。

0～12点

評価テーマに対する技術
提案

テーマについて、その的確性（与条件との整合性が取られているか
等）、独創性（工学的知見に基づく独創的な提案がされているか等）、
実現性（提案内容が理論的に裏付けられており、説得力のある提案と
なっているか等）を考慮して総合的に評価する。

テーマ①

業務実施
方法及び
手法

業務の理解度及び取組意
欲

業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見られる場合に優位に評価
する。

0～8点

0～15点

テーマ③
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【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】

総合評価落札方式（簡易型・標準型）の指名段階における評価基準

総合 2点

構造 1点

電気 1点

機械 1点

以下の順で評価する。

① 同種業務の実績がある。

② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

● 管理技術者の場合

① 管理技術者又はこれに準ずる立場

② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

● 主任担当技術者の場合

① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 4点

① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

25点 100%計

判断基準

過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

評価の着眼点

主任担当技術者

構造

電気

機械

技術力

評価ウェイト

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者

評価
項目

資格 20%

40%

40%

管理技術者

4点

3点

1点

1点

1点

主任担当技術者

管理技術者

総合
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【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】

総合評価落札方式（簡易型・標準型）の入札段階における評価基準

 ※ 一般競争（1段階方式）の場合にも適用

総合 2点 2点

構造 1点 1点

電気 1点 1点

機械 1点 1点

以下の順で評価する。

① 同種業務の実績がある。

② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

● 管理技術者の場合

① 管理技術者又はこれに準ずる立場

② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

● 主任担当技術者の場合

① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 4点 4点

① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点 3点

② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点 1点

③ 実績がない。（０点） 電気 1点 1点

④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点 1点

2点 2点

総合 2点 2点

構造 2点 2点

電気 2点 2点

機械 2点 2点

55点 100% 85点 100%

標準型、簡易型ともに技術者の能力を直接確認する必要がある場合、配置予定技術者を対象にヒアリングを実施する。

その場合、事前に提出された実施方針及び評価テーマに関する技術提案の内容について確認する。

技術力

専門分野の技術者資
格
【注：管理技術者に一
級建築士であることを
業務実施上の条件と
する場合】

評価の着眼点
１：１ １：２ 、 １：３

標準型
評価
項目

資格

簡易型

判断基準

各担当分野について、資格の内容を資格評価表
により評価する。

主任担当技
術者

10%

18%

ＣＰＤ取得単位を評価

構造

業務実施
方法及び
手法

0～12点

1点

1点

1点

0～12点

36%

0～15点

0～15点

主任担当技
術者

総合 3点

テーマ
①

－
テーマ
②

18%

計

電気 1点

機械 1点

過去4年間の大阪航
空局発注業務の成績
評価（複数の実績があ
る場合は、各実績ごと
の成績評価点の平
均）

管理技術者

主任担当技
術者

過去10年間の同種又
は類似業務の実績
（実績の有無及び携
わった立場）

管理技術者

1点

－

業務の実施方針

評価テーマに対する
技術提案

テーマについて、その的確性（与条件との整合性が取られている
か等）、独創性（工学的知見に基づく独創的な提案がされている
か等）、実現性（提案内容が理論的に裏付けられており、説得力
のある提案となっているか等）を考慮して総合的に評価する。

業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮事
項等について（ただし、評価テーマに対する内容を除く。）、的確性、独創
性、実現性等を総合的に評価する。

業務の理解度及び取
組意欲

業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見られる場合に優
位に評価する。

0～8点

18%ＣＰＤ

評価ウェイト

管理技術者 4点 4点

59%

0～8点

5%

12%

12%

12%

3点

主任担当技
術者
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６．総合評価落札方式による落札者の決定方法

① 落札者の決定方法

② 評価値の算出方法

　

評価値　＝　価格評価点　＋　技術評価点

③ 価格評価点と技術評価点の設定

１：１の場合 価格評価点（６０点）：技術評価点（６０点）

１：２の場合 価格評価点（３０点）：技術評価点（６０点）

１：３の場合 価格評価点（２０点）：技術評価点（６０点）

④ 価格評価点の算出方法

　価格評価点は下記の計算式により算出する。

入札価格

予定価格

（算出例）

　価格評価点：技術評価点の配点割合１：２

　入札価格14,000,000円、予定価格20,000,000円のケース

　・価格評価点　＝　３０点 × （１－14,000,000／20,000,000）

　　　　　　　　＝　９点(＊)

⑤ 技術評価点の算出方法

　技術評価点は下記の計算式により算出する。

（※）履行確実性評価を行う場合は、履行確実性評価後の得点合計点

（算出例）

　配置予定技術者の経験及び能力の得点23点、実施方針の得点20点、評価テーマの得点27点、

　履行確実性度0.5、技術評価の配点合計100点のケース

　・技術提案評価点の得点　＝　20点 ＋ 27点　＝　47点

　・技術評価の得点合計点　＝　23点 ＋ 47点 × 0.5　＝　46.5点

　・技術評価点　＝　６０点 × （46.5 ／ 100）

　　　　　　　　＝　２７．９点(＊)

（＊）評価点の端数処理は、小数点第５位を切り捨てとする。

　入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、評価値の最も高いものを落札者とする。評価値の
算出方法は加算方式とする。

　技術評価点の満点は60点に固定し、価格評価点の満点を評価値配点割合に応じ20点、30点、60点の何れか
で決定する。以下に価格点と技術点の比率に応じた価格評価点を示す。

）

技術評価点　＝ ６０点 ×
技術評価の得点合計点（※）

技術評価の配点合計点

価格評価点 ＝ （価格評価点の配分点【２０～６０】）× （１－

22



７．履行確実性評価

① 対象業務

② 履行確実性評価の流れ

　※提出資料とは、参加表明資料及び技術提案した資料等を言う。

　原則として、予定価格の制限の範囲内の価格で入札した応札者において、調査基準価格未満の価格で入札
したすべての応札者については開札後速やかにヒアリングを実施する。調査基準価格以上の価格で入札した
応札者については、提出資料で履行確実性が確認できる場合は、ヒアリングを省略できる。

　総合評価落札方式で発注する業務においては、技術提案の確実な履行の確保を厳格に評価するため技術提案の
新たな評価項目として、「履行確実性」を加えて技術評価を行う。

　予定価格が１千万円以上（調査基準価格の作成対象）の業務

開札

入札書と予定価

格との確認

予定価格超過の

者はヒアリング

実施しない

調査基準価格未満の全社に追加資料

の提出要請（開札日から２日以内、

提出期限は要請を行った日から３日

を標準）及びヒアリングの実施日・

提出資料で

履行確実性

を確認

調査基準価格以上、予定価格以下予定価格超過

調査基準価格未満

確認できる

履

行

確
10日

③ 審査項目

【審査の視点】

a ） 

b ） 

c ）

配置予定技術者に適正な報酬が支払われることになっているか。

品質管理体制が確保されているか

　調査基準価格未満の応札者に対する履行確実性評価は、提出された追加資料を基に審査の視点の４項目に
ついて実施し、公正、公平な審査を適切に行う。

業務内容に対応した費用が計上されているか。

予定価格超過の

者はヒアリング

実施しない

調 準価格未満 社 追 資料

の提出要請（開札日から２日以内、

提出期限は要請を行った日から３日

を標準）及びヒアリングの実施日・

方法通知

提出資料で

履行確実性

を確認

履行確実性の評

価・ヒアリング

（省略可）

履行確実性の評

価・ヒアリング

（電話）

調査基準価格未満で入札した全社に

原則ヒアリング（追加資料提出期限

から５日を標準）

ＶＥ審査委員会（履行確実性の評価）

評価値の確定

低入札価格調査

落札者の決定

確認できる

確認

できない

評価値の最も高いものが

調査基準価格未満の場合

行

確

実

性

の

評

価
※追加資料の提出やヒアリングの要請に応じない場合は、入札を無効とする

10日

c ） 

d ） 

品質管理体制が確保されているか。

再委託先への支払いは適正か。
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【審査内容】

a ） 

d ） 

④ 評価方法

評価 履行確実性度
「○」と審査
した項目数

Ａ 1 4

Ｂ 0.75 3

Ｃ 0.5 2

Ｄ 0.25 1

Ｅ 0 0

⑤ 技術評価点の算出

　技術評価点＝（配置予定技術者の経験及び能力）＋

（履行確実性評価前の技術提案評価点）×α（履行確実性度）

再委託業務内容を再委託先が確認しているか。

直接人件費、直接経費、その他原価、一般管理費等が必要額を確保しているか。

配置予定技術者への適正な報酬の支払いが確保されているか。配置予定技術者の人
工が適正であるか。

照査予定技術者への適正な報酬の支払いが確保されているか。照査予定技術者の人
工が適正であるか。

b ） 

c ） 

評 価 値

「履行確実性度」＝
(「○」と審査した項目数)

４（全項目）

　各審査項目毎に審査（「○」ｏｒ「×」）した上で、５段階（Ａ～Ｅ）で総合的に評価し、履行確実性に
関する度合い（履行確実性度）を技術提案評価点に乗じることにより評価する。

※１ 評価値 ＝ 価格評価点 ＋ 技術評価点

※２ 技術評価点 ＝ 技術提案評価点以外の技術評価点 ＋ 技術提案評価点

※３ 技術提案評価点以外の技術評価点 ＝ 配置予定技術者の経験及び能力に係る評価点

※４ 技術提案評価点 ＝ 実施方針に係る評価点 ＋ 評価テーマに係る評価点

※５ 【配置予定技術者の経験及び能力】 配置予定技術者の資格・実績、成績・表彰等

※６ 【実施方針】 実施方針、実施フロー、工程表、その他

※７ 【評価テーマ】 評価テーマに関する技術提案

※８ 【α】 履行確実性度

価格評価点
配置予定技術者の

経験及び能力

実施方針 ※6

実施方針×α ※8 評価テーマ×α ※8

価格評価点
配置予定技術者の
経験及び能力 ※5

評価テーマ ※7

技術提案評価点 ※4
技術提案評価点以外
の技術評価点 ※3

価格評価点

評　　価　　値 ※1

技術評価点 ※2

履行確実性

評 価 前

履行確実性

評 価 後
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８．中立かつ公正な審査・評価の確保 

 

 プロポーザル方式及び総合評価落札方式の適用にあたっては、発注者の恣意性を排除

し、中立かつ公正な審査・評価を行う必要があることから、手続きの透明性及び競争性

の向上を図るため、学識経験等を有する者を含む外部委員のみで構成された総合評価等

に関する委員会等を活用するものとする。 

大阪航空局におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式における審査・評価につ

いては、「総合評価等に関する委員会設置要領」（平成 21 年 9 月 14 日付、阪空経第 388

号）に基づき、以下により対応するものとする。 

 

（１） 実施方針を定めようとするとき 

適用業務を決定するにあたり「総合評価等に関する委員会」に諮るものとす

る。 

（２） 複数の業務に共通する評価方法を定めようとするとき 

プロポーザルにおける受注予定者の特定又は総合評価落札方式における入札

の評価に関する「評価項目」、「評価基準」、「得点配分」及び「特定する者又は

落札者の決定方法」（以下、「基準等」という。）を決定するにあたり「総合評価

等に関する委員会」に諮るものとする。 

（３） プロポーザルに付す個別の建設コンサルタント業務等の技術提案の特定 

（２）に示す基準等では特定できないプロポーザルに関しては、技術提案の

特定に際して「総合評価等に関する委員会」に諮るものとする。 

（４） 個別業務における評価等 

 （１）及び（２）で決定した方針、基準等に基づき、「大阪航空局ＶＥ審査委

員会設置要領」（平成 17 年 9月 8日付、阪空経第 3210 号）、「建設コンサルタン

ト等に係るプロポーザル方式の実施について」（平成 7 年 3 月 29 日付、阪空経

第 3063 号）に定められた、ＶＥ審査委員会、建設コンサルタント等選定委員会

を活用し評価等を行うものとする。 
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参考別添－２

大阪航空局建設コンサルタント業務等における

プロポーザル方式及び総合評価落札方式の

運用ガイドライン

現行と改定案の主な変更箇所の比較表



・懇談会ガイドラインに平仄を合わせている。内容については、試行版と同様。

(現） （案） 理由

・「建設コンサルタント業務等における調達方式を選定する際の基本的な考え方」に示した総合評
価落札方式の業務タイプ［１：１、１：２、１：３］について、懇談会ガイドライン、他部局（地方整備局
等）資料に基づき表記。

・プロポーザル方式、総合評価落札方式におけるヒアリングの実施のあり方について、懇談会ガイ
ドライン、他部局（地方整備局等）のガイドラインを参考とし、表記した。
なお、ヒアリングのあり方については、Ｈ２２．９．２４開催の「調査・設計等分野における品質確保に
関する懇談会」でアンケート調査、業界団体へのヒアリングを踏まえ検討されている。

・総合評価評価落札方式の対象業務の目安として、受注者（入札参加者）、発注者の負担や他部
局（地方整備局等）の実施状況を勘案して、試行的に1,000万円以上とすることとし、表記した。

等）資料に基 き表記。

1



【土木関係プロポーザル方式（技術者評価型）】 【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
（１）２段階での選定時の評価基準(案） プロポーザル方式の選定段階における評価基準

判断基準

下記の順位で評価する。

① 応募要件
とする

　

平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を次の順位で評価する。
① 同種業務の実績がある 12点

① 同種業務の実績がある。 ①１５点 ② 類似業務の実績がある 6点

② 類似業務の実績がある。 ②　７点 ③ ①②以外 選定しない

提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。 ① 78点以上 30点

※ 　

② 76点以上78点未満 24点

① ８５点以上 ①３０点 ③ 74点以上76点未満 18点

② ８０点以上８５点未満 ②２４点 ④ 72点以上74点未満 12点

③ ７５点以上８０点未満 ③１８点 ⑤ 70点以上72点未満 6点

④ ７０点以上７５点未満 ④１２点 ⑥ 65点以上70点未満 0点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　６点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　５点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

　

① 文書注意 ①　-５点

② 口頭注意 ②　-３点

技術者資格を下記の順位で評価する。

① ①　５点

・技術士（建設部門） 

・土木学会特別上級、上級又は１級技術者の資格を有する者。

② ・ＲＣＣＭ（当該部門）又はこれらと同等の能力を有する者。（地質調査業務にあっては地質調査士） ②　２点

上記以外の場合は選定しない。

① 同種業務の実績がある 9点

① 同種業務の実績がある。 ①１０点 ② 類似業務の実績がある 4点

② 類似業務の実績がある。 ②　５点 ③ ①②以外 選定しない

① 78点以上 30点

※ 　

② 76点以上78点未満 24点

① ８５点以上 ①３０点 ③ 74点以上76点未満 18点

② ８０点以上８５点未満 ②２４点 ④ 72点以上74点未満 12点

③ ７５点以上８０点未満 ③１８点 ⑤ 70点以上72点未満 6点

④ ７０点以上７５点未満 ④１２点 ⑥ 65点以上70点未満 0点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　６点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　５点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

業務内容により「地域精通度（空港精通度）」、「空港業務従事実績」を下記の順位で評価する。 適宜設定

①

②
② 当該地域での業務実績がある。 (  )点 (  )%

１００点 100%

評  価

ウェート

下記項目に該当する場合には選定しない。 応募要件

・主たる部分が再委託予定となっている。 とする

100点 100%

－

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。評　価

項　目

評　価　の　着　目　点

－

判　断　基　準
② 設計共同体による場合に、業務の
分担構成が細分化され過ぎている場
合、一の分担業務を複数の構成員が
実施することとしている場合

業務実
施体制

業務実施
体制の妥

当性

計

合　　　計

業務実
施体制

業務実
施体制
の妥当

性

右記のいずれかの項目に該当する場合には選定しな
い

① 業務の分担構成が不明確又は不自
然な場合

選定しない

① 当該空港等における業務実績があ
る。

(  )点 (  ）%

試行版の表現と同様とし、１０年間については業務成績に平仄を合わせている。

当該空港での同種業務の実績がある。

当該空港以外での同種業務の実績がある。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、適正化を図るため標準4年とされていることから、4年の実績とした。

資
格
・
実
績
等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

空
港
精
通
度

資
格
・
実
績
等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した当該空港・周辺
での業務実績

成
績
・
表
彰

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

⑦ 65点未満 選定しない

優
良
表
彰

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　なお、受賞対象が特定業務に対する企業表彰の場合は、管理技術者又は担当技術者の立場の場合に評価する
等寄与度を考慮する。
また、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、公的機関による全国レベルでの賞の受賞、表彰
及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受賞等も認める。

提出された過去4年間の大阪航空局、東京航空局の
同じ業種区分の局長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある 5点

過去10年間の公示日までに完了した同種、類似業務
等の実績の内容

（表現の変更のみ）
地方整備局等の資料を参考としつつ、懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様

業
務
成
績

　 提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者又は担当技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

35%

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の同じ業種区分の
平均業務評定点

35%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

業
務
実
績

　 平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を以下のとおり評価する。
 　なお、実績として評価する業務とは、管理技術者、担当技術者又は照査技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

6点

15%

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせ判断基準の詳細を明示した。・技術士（総合技術監理部門「選択科目が建設部門に係るもの」に限る）

② RCCM、地質調査士（地質調査分野
に適用）、土木学会認定（特別上級、
上級、１級）技術者（土木関係分野に
適用）、コンクリート診断士（コンクリート
構造物の維持・修繕に適用）、土木鋼
構造診断士（鋼構造物の維持・修繕に
適用）

3点

-3点

技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究業
務等高度な技術検討や学術的知見を
要する業務に適用）

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等 15%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等

35%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

⑦ 65点未満

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

行
為

不
誠
実
な

事
故
及
び

  競争参加資格確認申請書の締切日から以下の期間内に大阪航空局より当該措置を受けている場合、下記の順位
で評価点を減ずる。

－
事故及び
不誠実な

行為

大阪航空局長から建設コンサルタント業務等に関し、
右記の措置を受けた日から、業務成績評定を通知す
る間、評価を減ずる。

① 文書注意 -5点

－

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。（点数はH21.3.26改正 航空局業務成績要領参
照）。

15%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、「応募要件としない場合」についても記載を行い、同様のケースに対応できるものとし
た。
なお、実運用としては、「応募要件とする」ことが想定されることから、試行版との大きな変更はない。

当該業務に関する部門の建設コンサルタント登録

なお、①以外は選定しない。
② ①以外 0点

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

過去10年間の公示日までに完了した同種、類似業務
等の実績の内容

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
部
門
登
録

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録等

① 当該業務に関する部門の登録

② 口頭注意

選定しない

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、業務成果についての公的機関による全国レベ
ルでの賞の受賞、表彰を認める。 提出された過去４年間の大阪航空局、東京航空局の

同じ業種区分の局長表彰の経験有無
① 局長表彰の実績がある 5点

（表現の変更のみ）
※評価点について、「技術部門登録」を応募要件としない場合の記載としているが、応募要件とする場合は、試行版と同様
となる。

35%

成
績
・
表
彰

参
加
表
明
者

（
企
業

）
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
部
門
登
録 15%

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

業
務
実
績

3点

優
良
表
彰

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

過去４年間の大阪航空局発注業務の同じ業種区分の
平均業務評定点

（現） （案） 理由
基本は、平成22年1月20日開催の委員会で審議・評価された「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び
総合評価落札方式の運用ガイドライン（試行版）」（以下、「試行版」という。）と同様であるが、平成21年3月に「調査・設計
等分野における品質確保に関する懇談会」により定められた「建設コンサルタント業務等におけるプローザル方式及び総
合評価落札方式の運用ガイドライン」（以下、懇談会ガイドライン」という。）が平成23年6月に改訂されたことから、大阪航
空局の試行版についても、改訂された「懇談会ガイドライン」や他の発注者（地方整備局等）の状況も踏まえ以下の見直し
を行った。

評　価
項　目

評　価　の　着　目　点 評  価

評価
項目

評価の着眼点

評価ウェイト
判　断　基　準 ウェート

2



（現） （案） 理由

【土木関係プロポーザル方式（技術者評価型）】 【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
（２）２段階での特定時の評価基準(案） プロポーザル方式の特定段階における評価基準

技術者資格を下記の順位で評価する。

4点

① ①１０点

・技術士（建設部門） 　

・土木学会特別上級、上級又は１級技術者の資格を有する者。

② ・ＲＣＣＭ（当該部門）又はこれらと同等の能力を有する者。（地質調査業務にあっては地質調査士） ②　５点

上記以外の場合は選定しない。

6点

① 同種業務の実績がある。 ①１５点

② 類似業務の実績がある。 ②　７点

10点

※ 　

8点

① ８５点以上 ①２０点 6点

② ８０点以上８５点未満 ②１６点 4点

③ ７５点以上８０点未満 ③１２点 2点

④ ７０点以上７５点未満 ④　８点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　４点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　５点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

業務内容により「地域精通度（空港精通度）」、「空港業務従事実績」を下記の順位で評価する。 適宜設定

①

② (  )点

(  )点

(  )点

(  )点

５０点 50% 25点 25%

判　断　基　準 書面 ヒアリング

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 ◎

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位
に評価する。

◎

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に
優位に評価する。

◎

業務に関する知識、有益な代替え案、重要事項の指摘があ
る場合に優位に評価する。

◎

適宜設定
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提
案があった場合に評価をする。

○

計 50%

合　計 100%

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

2 ○

3 ○

75点 75%

特定しない －

合　　計 100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

評価テーマ1を準用

小　　計

参考見
積

業務コストの妥当性
業務規模と大きく乖離がある場合
は特定しない。

0～
50点

50%

事業の難易度に相応しい提案と
なっている場合に優位に評価する。

実現性

提案内容に説得力がある場合に優
位に評価する。

独創性

工学的知見に基づく全く新しい提案
がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用し
た、高度の検討・解析手法の提案
がある場合に優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案
がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優
位に評価する。

提案内容によって想定される事業
費が適切な場合に優位に評価す
る。

航空局のプロポーザルにおける実績以外の評価基準においては、「簡易公募型プロポーザル方式及び簡易公募型競争
入札方式の実施等について」（平成8年11月29日　空経第943号）の（別添1）手続開始の標準公示例の４．技術提案を特定
するための評価基準において「業務実施方針及び手法」とされているところであるが、簡易型以外のプロポーザルについ
ては技術提案と定められているのみで、個々に何を求めるかは示されていない。
一方、懇談会ガイドラインにおいて、「実施方針・実施フロー・工程表・その他」以外に評価テーマに基づく提案の評価が示
された。
このため、「特記仕様書に記載する技術提案を受注者から確実に引き出すには、評価テーマの設定が重要」という観点か
ら、懇談会ガイドラインを元に「評価テーマに対する技術提案」の項目を新たに設定した。
なお、評価ウェートについては、懇談会ガイドラインに準じて配分の見直しを行った。

１００点

評
価
テ
ー
マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条
件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

◎
必要なキーワード（着眼点、問題
点、解決方法等）が網羅されている
場合に優位に評価する。

５０点

評価
テーマ
に対す
る技術
提案

全
体

評価テーマ間の整合性 ○

相互に関連する複数の評価テーマ
間の整合性が高い場合は優位に評
価し、矛盾がある等整合性が著しく
悪い場合は特定しない。

事業の重要度を考慮した提案と
なっている場合に優位に評価する。

提案内容を裏付ける類似実績など
が明示されている場合に優位に評
価する。

評価テーマ1を準用

利用しようとする技術基準、資料が
適切な場合に優位に評価する。

懇談会ガイドラインと同様

その他

○○点 その他

業務に関する知識、有益な代替
案、重要事項の指摘がある場合に
優位に評価する。

懇談会ガイドラインと同様

地域の実情を把握した上で、業務
の円滑な実施に関する提案があっ
た場合には評価する。

懇談会ガイドラインと同様

目的、条件、内容の理解度が高い
場合に優位に評価する。

0～
25点

25%

懇談会ガイドラインと同様

実施手順

○○点 実施手順

業務実施手順を示す実施フローの
妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

懇談会ガイドラインと同様

業務量の把握状況を示す工程計
画の妥当性が高い場合に優位に評
価する。

・実施方針
・実施フロー
・工程表
・その他

業務の理解度 ○○点

50%

実施方
針
実施フ
ロ-
工程表
その他

業務理解度

計 小　　計

評価項目
評　価　の　着　目　点 評価ウェート

判断基準

① 管理・担当・照査技術者のすべ
てが取得

(  ）%

工事の総合評価においてＣＰＤへの取組がなされていることも踏まえ、懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設
定するものとして追加した。継続研鑽を義務付けまたは努力規定として設けている（H22.9.24「調査・設計等分野における
品質確保に関する懇談会」資料より）② 管理・担当・照査技術者の内2

者が取得

③ 管理・担当・照査技術者の内1
者が取得

試行版の表現と同様とし、１０年間については業務成績に平仄を合わせている。

当該空港での同種業務の実績がある。

当該空港以外での同種業務の実績がある。 ② 当該地域での業務実績がある。

① 当該空港等における業務実績
がある。

(  )点
(  ）%

予定管
理・担

当・照査
技術者
の経験
及び能

力

ＣＰＤ

情報収
集力

地域精通度
【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した
当該空港・周辺での業務実績

配
置
予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

資
格
・
実
績
等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

空
港
精
通
度

資
格
・
実
績
等

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

資
格
・
実
績
等

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

業
務
実
績

　 平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を以下のとおり評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者、担当技術者又は照査技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

15%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

⑥ 65点以上70点未満 0点

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　なお、受賞対象が特定業務に対する企業表彰の場合は、管理技術者又は担当技術者の立場の場合に評価する
等寄与度を考慮する。
また、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、公的機関による全国レベルでの賞の受賞、表彰
及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受賞等も認める。

　 提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者又は担当技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

25%

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

① 78点以上

提出された過去4年間の大阪航空局、
東京航空局の同じ業種区分の局長表
彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある

専門技
術力

業務執行技術力

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

① 同種業務の実績がある
（表現の変更のみ）
地方整備局等の資料を参考としつつ、懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様

② 類似業務の実績がある 3点

5点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、適正化を図るため標準4年とされていることから、4年の実績とした。

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせ判断基準の詳細を明示した。

・技術士（総合技術監理部門「選択科目が建設部門に係るもの」に限る）
② RCCM、地質調査士（地質調査
分野に適用）、土木学会認定（特別
上級、上級、１級）技術者（土木関
係分野に適用）、コンクリート診断士
（コンクリート構造物の維持・修繕に
適用）、土木鋼構造診断士（鋼構
造物の維持・修繕に適用）

2点

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究
業務等高度な技術検討や学術的
知見を要する業務に適用）

10%

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等 25%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

優
良
表
彰

評　価
項　目

評　価　の　着　目　点 評価ｳｪｰﾄ 評価
項目

評価の着眼点
評価ウェイト

判　断　基　準 管理技術者 判断基準

3



（現） （案） 理由

【土木関係プロポーザル方式（技術者評価型）】 【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
（３）１段階での選定・特定時の評価基準(案） 標準型プロポーザル方式（1段階方式）の特定時における評価基準

下記の順位で評価する。

① 参加要件

平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を次の順位で評価する。 3点

① 同種業務の実績がある。 ①１０点

② 類似業務の実績がある。 ②　５点

提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。 5点

※ 　

4点

① ８５点以上 ①１０点 3点

② ８０点以上８５点未満 ②　８点 2点

③ ７５点以上８０点未満 ③　６点 1点

④ ７０点以上７５点未満 ④　４点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　２点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　５点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

　

① 文書注意 ①　-５点

② 口頭注意 ②　-３点

技術者資格を下記の順位で評価する。

① ①　５点

・技術士（建設部門） 　

・土木学会特別上級、上級又は１級技術者の資格を有する者。

② ・ＲＣＣＭ（当該部門）又はこれらと同等の能力を有する者。（地質調査業務にあっては地質調査士） ②　３点

上記以外の場合は選定しない。

3点

① 同種業務の実績がある。 ①　５点

② 類似業務の実績がある。 ②　３点

5点

※ 　

4点

① ８５点以上 ①１０点 3点

② ８０点以上８５点未満 ②　８点 2点

③ ７５点以上８０点未満 ③　６点 1点

④ ７０点以上７５点未満 ④　４点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　２点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　５点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

適宜設定

①

② (  )点

５０点 50% (  )点

評  価 (  )点

ウェート (  )点

25点 25%

下記項目に該当する場合には選定しない。 参加要件

・主たる部分が再委託予定となっている。 とする

判　断　基　準 書面 ヒアリング

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 ◎

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位
に評価する。

◎

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に
優位に評価する。

◎

業務に関する知識、有益な代替え案、重要事項の指摘があ
る場合に優位に評価する。

◎

適宜設定
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提
案があった場合に評価をする。

○

計 50%

合　計 100%

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

2 ○

3 ○

75点 75%

特定しない －

合　　計 100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

懇談会ガイドラインと同様

懇談会ガイドラインと同様

懇談会ガイドラインと同様

航空局のプロポーザルにおける実績以外の評価基準においては、「簡易公募型プロポーザル方式及び簡易公募型競争
入札方式の実施等について」（平成8年11月29日　空経第943号）の（別添1）手続開始の標準公示例の４．技術提案を特定
するための評価基準において「業務実施方針及び手法」とされているところであるが、簡易型以外のプロポーザルについ
ては技術提案と定められているのみで、個々に何を求めるかは示されていない。
一方、懇談会ガイドラインにおいて、「実施方針・実施フロー・工程表・その他」以外に評価テーマに基づく提案の評価が示
された。
このため、「特記仕様書に記載する技術提案を受注者から確実に引き出すには、評価テーマの設定が重要」という観点か
ら、懇談会ガイドラインを元に「評価テーマに対する技術提案」の項目を新たに設定した。
なお、評価ウェートについては、懇談会ガイドラインに準じて配分の見直しを行った。

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせ判断基準の詳細を明示した。

（表現の変更のみ）
地方整備局等の資料を参考としつつ、懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、適正化を図るため標準4年とされていることから、4年の実績とした。

試行版の表現と同様とし、１０年間については業務成績に平仄を合わせている。

工事の総合評価においてＣＰＤへの取組がなされていることも踏まえ、懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設
定するものとして追加した。継続研鑽を義務付けまたは努力規定として設けている（H22.9.24「調査・設計等分野における
品質確保に関する懇談会」資料より）

懇談会ガイドラインと同様

懇談会ガイドラインと同様

① 文書注意

② 口頭注意

－

-5点

-3点

⑥ 65点以上70点未満 0点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、「応募要件としない場合」についても記載を行い、同様のケースに対応できるものとし
た。
なお、実運用としては、「応募要件とする」ことが想定されることから、試行版との大きな変更はない。

（表現の変更のみ）
※評価点について、「技術部門登録」を応募要件としない場合の記載としているが、応募要件とする場合は、試行版と同様
となる。
懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。
（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。（点数はH21.3.26改正 航空局業務成績要領参
照）。

提出された過去４年間の大阪航空局、
東京航空局の同じ業種区分の局長表
彰の経験有無

1点

0点② ①以外
4%

① 同種業務の実績がある
過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

過去４年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

① 78点以上

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

② 類似業務の実績がある 1点

3点

8%

小　　計

参考見
積

業務コストの妥当性 業務規模と大きく乖離がある場合
特定 な

提案内容を裏付ける類似実績など
が明示されている場合に優位に評
価する。

利用しようとする技術基準、資料が
適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業
費が適切な場合に優位に評価す
る。

独創性

工学的知見に基づく全く新しい提案
がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用し
た、高度の検討・解析手法の提案
がある場合に優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案
がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優
位に評価する。

50%

１００点

評
価
テ
ー
マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条
件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

◎
必要なキーワード（着眼点、問題
点、解決方法等）が網羅されている
場合に優位に評価する。

事業の重要度を考慮した提案と
なっている場合に優位に評価する。

事業の難易度に相応しい提案と
なっている場合に優位に評価する。

評価テーマ1を準用

評価テーマ1を準用

５０点

評価
テーマ
に対す
る技術
提案

全
体

評価テーマ間の整合性 ○

相互に関連する複数の評価テーマ
間の整合性が高い場合は優位に評
価し、矛盾がある等整合性が著しく
悪い場合は特定しない。

実現性

提案内容に説得力がある場合に優
位に評価する。

0～
50点

0～
25点

25%

実施手順

○○点 実施手順

業務実施手順を示す実施フローの
妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

業務量の把握状況を示す工程計
画の妥当性が高い場合に優位に評
価する。

その他

○○点

業務に関する知識、有益な代替
案、重要事項の指摘がある場合に
優位に評価する。

地域の実情を把握した上で、業務
の円滑な実施に関する提案があっ
た場合には評価する。

・実施方針
・実施フロー
・工程表
・その他

業務の理解度 ○○点

50%

実施方
針
実施フ
ロ-
工程表
その他

業務理解度

その他

判　断　基　準 ③ 管理・担当・照査技術者の内1
者が 得

業務実
施体制

業務実施
体制の妥

当性

小　　計

評価項目
評　価　の　着　目　点 評価ウェート

判断基準

目的、条件、内容の理解度が高い
場合に優位に評価する。

計
予定管
理・担

当・照査
技術者
の経験
及び能

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

① 管理・担当・照査技術者のすべ
てが取得

(  ）%
評　価
項　目

評　価　の　着　目　点
② 管理・担当・照査技術者の内2
者が取得

① 当該空港等における業務実績
がある。

(  )点
(  ）%当該空港での同種業務の実績がある。

当該空港以外での同種業務の実績がある。 ② 当該地域での業務実績がある。

3点

資
格
・

実
績
等

情
報
収

集
力

地
域
精

通
度

空
港
精

通
度

 業務内容により「地域精通度（空港精通度）」、「空港業務従事実績」を下記の順位で評価する。 資
格
・
実

情報収
集力

地域精通度

8%

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、６９点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６４点として扱
う

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

⑥ 65点以上70点未満

専
門
技
術
力

① 同種業務の実績がある

② 類似業務の実績がある

① 78点以上

① 局長表彰の実績がある

5%

・技術士（総合技術監理部門「選択科目が建設部門に係るもの」に限る）

② RCCM、地質調査士（地質調査
分野に適用）、土木学会認定（特別
上級、上級、１級）技術者（土木関
係分野に適用）、コンクリート診断士
（コンクリート構造物の維持・修繕に
適用）、土木鋼構造診断士（鋼構
造物の維持・修繕に適用

1点

① 技術士、博士（当該分野の研究
業務等高度な技術検討や学術的
知見を要する業務に適用）

2点

1点

0点

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　なお、受賞対象が特定業務に対する企業表彰の場合は、管理技術者又は担当技術者の立場の場合に評価する
等寄与度を考慮する。
また、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、公的機関による全国レベルでの賞の受賞、表彰
及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受賞等も認める。

提出された過去4年間の大阪航空局、
東京航空局の同じ業種区分の局長表
彰の経験有無

　 提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者又は担当技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

15%

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野

　 平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を以下のとおり評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者、担当技術者又は照査技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

専門技
術力

業務執行技術力

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

10%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した
当該空港・周辺での業務実績

業
務
成
績

優
良
表
彰

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

業
務
実

績

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う

優
良
表
彰

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、業務成果についての公的機関による全国レベ
ルでの賞の受賞、表彰を認める。

行
為

不
誠
実
な

事
故
及
び

  競争参加資格確認申請書の締切日から以下の期間内に大阪航空局より当該措置を受けている場合、下記の順位
で評価点を減ずる。

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
積
等

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等

成
績
・
表
彰

判　断　基　準 ウェート 判断基準

参
加
表
明
者

（
企
業

）
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
積
等

資
格
要
件

技
術
部
門
登

録

10%

　当該業務に関する部門の登録にあっては建設コンサルタント登録

評価
項目

評　価　の　着　目　点 評　価 評価
項目

評価の着眼点

業
務
執
行
能
力

業

務

実
績

評価ウェイト

15%

－

①以外は選定しない。

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

成果の確実性

① 当該業務に関する部門の登録
資格要
件

専門技
術力

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録等

① 局長表彰の実績がある

大阪航空局長から建設コンサルタント
業務等に関し、右記の措置を受けた日
から、業務成績評定を通知する間、評
価を減ずる。

事故及び不誠実な行為

資
格
・
実
績
等

技術部門登録

成
績
・
表
彰

4



【土木関係総合評価落札方式（簡易型）】 【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
（１）２段階での選定（指名）時の評価基準(案） 総合評価落札方式（簡易型）の指名段階における評価基準

判断基準

下記の順位で評価する。

① 応募要件
とする

平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を次の順位で評価する。 ① 同種業務の実績がある 12点

① 同種業務の実績がある。 ①　９点 ② 類似業務の実績がある 6点

② 類似業務の実績がある。 ②　４点 ③ ①②以外 指名しない

提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。 ① 78点以上 30点

※ 　

② 76点以上78点未満 24点

① ８５点以上 ①１８点 ③ 74点以上76点未満 18点

② ８０点以上８５点未満 ②１４点 ④ 72点以上74点未満 12点

③ ７５点以上８０点未満 ③１０点 ⑤ 70点以上72点未満 6点

④ ７０点以上７５点未満 ④　７点 ⑥ 65点以上70点未満 0点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　３点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

①優良表彰の実績がある。 ①　３点

②優良表彰の実績がない。 ②　０点

　

① 文書注意 ①　-５点

② 口頭注意 ②　-３点

技術者資格を下記の順位で評価する。

① ①　３点

・技術士（建設部門） 　

・土木学会特別上級、上級又は１級技術者の資格を有する者。

② ・ＲＣＣＭ（当該部門）又はこれらと同等の能力を有する者。（地質調査業務にあっては地質調査士） ②　１点

上記以外の場合は選定しない。

① 同種業務の実績がある 9点

① 同種業務の実績がある。 ①　６点 ② 類似業務の実績がある 4点

② 類似業務の実績がある。 ②　３点 ③ ①②以外 指名しない

① 78点以上 30点

※ 　

② 76点以上78点未満 24点

① ８５点以上 ①１８点 ③ 74点以上76点未満 18点

② ８０点以上８５点未満 ②１４点 ④ 72点以上74点未満 12点

③ ７５点以上８０点未満 ③１１点 ⑤ 70点以上72点未満 6点

④ ７０点以上７５点未満 ④　７点 ⑥ 65点以上70点未満 0点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　４点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　３点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

業務内容により「地域精通度（空港精通度）」、「空港業務従事実績」を下記の順位で評価する。 適宜設定

①

②
② 当該地域での業務実績がある。 (  )点 (  )%

６０点 100%

100点 100%

－

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

② 設計共同体による場合に、業務の
分担構成が細分化され過ぎている場
合、一の分担業務を複数の構成員が
実施することとしている場合

計

合計

業務実施
体制

業務実
施体制
の妥当
性

右記のいずれかの項目に該当する場合には選
定しない

① 業務の分担構成が不明確又は不
自然な場合

指名しない

① 当該空港等における業務実績があ
る。

(  )点 (  ）%
試行版の表現と同様とし、１０年間については業務成績に平仄を合わせている。

当該空港での同種業務の実績がある。

当該空港以外での同種業務の実績がある。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、適正化を図るため標準4年とされていることから、4年の実績とした。

資
格
・
実
績
等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

空
港
精
通
度

資
格
・
実
績
等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した当該空
港・周辺での業務実績

35%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評定
点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

⑦ 65点未満 指名しない

優
良
表
彰

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、受賞対象が特定業務に対する企業表彰の場合は、管理技術者又は担当技術者の立場の場合に評価する
等寄与度を考慮する。
　 また、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、公的機関による全国レベルでの賞の受賞、表
彰及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受賞等も認める。

提出された過去4年間の大阪航空局、東京航
空局の同じ業種区分の局長表彰の経験有無

技
術
者
資
格
等

技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究業
務等高度な技術検討や学術的知見を
要する業務に適用）

6点

① 局長表彰の実績がある 5点

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

　 提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者又は担当技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

35%

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の同じ業種
区分の平均業務評定点

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

業
務
実
績

   平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を以下のとおり評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者、担当技術者又は照査技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

専
門
技
術
力

15%

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせ詳細を明示した。内容は試行版と同様。

業
務
執
行
技
術
力

過去10年間の公示日までに完了した同種、類
似業務等の実績の内容

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。

② 口頭注意 -3点

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等 15%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

・技術士（総合技術監理部門「選択科目が建設部門に係るもの」に限る）

② RCCM、地質調査士（地質調査分
野に適用）、土木学会認定（特別上
級、上級、１級）技術者（土木関係分
野に適用）、コンクリート診断士（コンク
リート構造物の維持・修繕に適用）、土
木鋼構造診断士（鋼構造物の維持・
修繕に適用）

3点

行
為

不
誠
実
な

事
故
及
び

  競争参加資格確認申請書の締切日から以下の期間内に大阪航空局より当該措置を受けている場合、下記の順
位で評価点を減ずる。

－
事故及び不
誠実な行為

大阪航空局長から建設コンサルタント業務等に
関し、右記の措置を受けた日から、業務成績評
定を通知する間、評価を減ずる。

① 文書注意 -5点

－

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。（点数はH21.3.26改正 航空局業務成績要領参
照）。

指名しない

優
良
表
彰

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、業務成果についての公的機関による全国レベ
ルでの賞の受賞、表彰を認める。 提出された過去4年間の大阪航空局、東京航

空局の同じ業種区分の局長表彰の経験有無
① 局長表彰の実績がある 5点

（表現の変更のみ）
※評価点について、「技術部門登録」を応募要件としない場合の記載としているが、応募要件とする場合は、試行版と同様
となる。

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

35%

成
績
・
表
彰

過去４年間の大阪航空局発注業務の同じ業種
区分の平均業務評定点

35%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評定
点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

⑦ 65点未満

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

参
加
表
明
者

（
企
業

）
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
部
門
登
録 15%

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

懇談会ガイドラインの改定に伴い、「応募要件としない場合」についても記載を行い、同様のケースに対応できるものとし
た。
なお、実運用としては、「応募要件とする」ことが想定されることから、試行版との大きな変更はない。

当該業務に関する部門の建設コンサルタント登録

なお、①以外は選定しない。
② ①以外 0点

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

業
務
実
績

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

資
格
要
件

技
術
部
門
登
録

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録等

① 当該業務に関する部門の登録 3点

15%

過去10年間の公示日までに完了した同種、類
似業務等の実績の内容

(現） （案） 理由
基本は、平成22年1月20日開催の委員会で審議・評価された「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び
総合評価落札方式の運用ガイドライン（試行版）」（以下、「試行版」という。）と同様であるが、平成21年3月に「調査・設計等
分野における品質確保に関する懇談会」により定められた「建設コンサルタント業務等におけるプローザル方式及び総合評
価落札方式の運用ガイドライン」（以下、懇談会ガイドライン」という。）が平成23年6月に改訂されたことから、大阪航空局の
試行版についても、改訂された「懇談会ガイドライン」や他の発注者（地方整備局等）の状況も踏まえ以下の見直しを行っ
た。

評価
項目

評　価　の　着　目　点 評　価
評価
項目

評価の着眼点

評価ウェイト
判　断　基　準 ウェート
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(現） （案） 理由

【土木関係総合評価落札方式（簡易型）】 【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
（２）２段階での入札時の評価基準(案） 総合評価落札方式（簡易型）の入札段階における評価基準

技術者資格を下記の順位で評価する。　

10点

① ①　６点

・技術士（建設部門） 

・土木学会特別上級、上級又は１級技術者の資格を有する者。

② ・ＲＣＣＭ（当該部門）又はこれらと同等の能力を有する者。（地質調査業務にあっては地質調査士） ②　３点

上記以外の場合は選定しない。

15点

① 同種業務の実績がある。 ①　９点 7点

② 類似業務の実績がある。
②　４点 選定しない

18点

※

14点

① ８５点以上 ①１２点 11点

② ８０点以上８５点未満 ②　９点 7点

③ ７５点以上８０点未満 ③　７点 4点

④ ７０点以上７５点未満 ④　４点 0点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　２点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　３点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

業務内容により「地域精通度（空港精通度）」、「空港業務従事実績」を下記の順位で評価する。 適宜設定

①

② (  )点

(  )点

(  )点

(  )点

３０点 50% 50点 50%

判　断　基　準 書面 ヒアリング ◎

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 ◎

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位
に評価する。

◎

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に
優位に評価する。
業務に関する知識、有益な代替え案、重要事項の指摘があ
る場合に優位に評価する。

適宜設定
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提
案があった場合に評価をする。

計 50%

合計 100% 50点 50%

100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

合　　計

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

・実施方針
・実施フロー
・工程表
・その他

業務の理解度 ○○点

50%

実施手順

業務実施手順を示す実施フローの
妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

実施手順

○○点

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

その他

◎
業務に関する知識、有益な代替案、
重要事項の指摘がある場合に優位
に評価する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

その他

○○点

○
地域の実情を把握した上で、業務の
円滑な実施に関する提案があった
場合には評価する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

３０点

６０点 小　　計

実施方針
実施フロ-
工程表
その他

業務理解度
目的、条件、内容の理解度が高い
場合に優位に評価する。

0～
50点

50%

業務量の把握状況を示す工程計画
の妥当性が高い場合に優位に評価
する。

計 小　　計

評価項目

評　価　の　着　目　点 評価ウェート 判断基準

【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得

(  ）%

工事の総合評価においてＣＰＤへの取組がなされていることも踏まえ、懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設
定するものとして追加した。継続研鑽を義務付けまたは努力規定として設けている（H22.9.24「調査・設計等分野における品
質確保に関する懇談会」資料より）

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得

予定管
理・担当・
照査技術
者の経験
及び能力

ＣＰＤ

① 当該空港等における業務実績が
ある。

(  )点
(  ）%

試行版の表現と同様とし、１０年間については業務成績に平仄を合わせている。

当該空港での同種業務の実績がある。

当該空港以外での同種業務の実績がある。 ② 当該地域での業務実績がある。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、適正化を図るため標準4年とされていることから、4年の実績とした。

資
格
・
実
績

等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

空
港
精
通
度

資
格
・
実
績

等
情報収
集力

地域精通度
【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した
当該空港・周辺での業務実績

成
績
・
表
彰

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

業
務
実
績

　 平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を以下のとおり評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者、担当技術者又は照査技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

選定しない

優
良
表
彰

① 局長表彰の実績がある 7点

① 78点以上

25%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評定
点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

⑥ 65点以上70点未満

⑦ 65点未満

業
務
成
績

　 提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者又は担当技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

25%

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点専門技

術力
業務執行技術力

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、受賞対象が特定業務に対する企業表彰の場合は、管理技術者又は担当技術者の立場の場合に評価する
等寄与度を考慮する。
　 また、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、公的機関による全国レベルでの賞の受賞、表
彰及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受賞等も認める。

提出された過去4年間の大阪航空局、
東京航空局の同じ業種区分の局長表
彰の経験有無

技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究
業務等高度な技術検討や学術的知
見を要する業務に適用）

・技術士（総合技術監理部門「選択科目が建設部門に係るもの」に限る） ② RCCM、地質調査士（地質調査
分野に適用）、土木学会認定（特別
上級、上級、１級）技術者（土木関
係分野に適用）、コンクリート診断士
（コンクリート構造物の維持・修繕に
適用）、土木鋼構造診断士（鋼構造
物の維持・修繕に適用）

① 同種業務の実績がある
（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。

② 類似業務の実績がある

③ ①②以外

25%

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせ詳細を明示した。内容は試行版と同様。

5点

評価ウェイト

配
置
予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等

25%

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術者資格等

評　価
項　目

評　価　の　着　目　点 評価ｳｪｰﾄ 評価
項目

評価の着眼点
簡易型

１　：　１

判　断　基　準 管理技術者 判断基準
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(現） （案） 理由

【土木関係総合評価落札方式（簡易型）】 【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
（３）１段階での選定（指名）・入札者選定・入札時の評価基準（案） 総合評価落札方式（簡易型）の一般競争（1段階方式）の入札時における評価基準

下記の順位で評価する。

① 参加要件
とする

平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を次の順位で評価する。 8点

① 同種業務の実績がある。 ①　６点

② 類似業務の実績がある。 ②　３点

提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。 10点

※

8点

① ８５点以上 ①　６点 6点

② ８０点以上８５点未満 ②　５点 4点

③ ７５点以上８０点未満 ③　４点 2点

④ ７０点以上７５点未満 ④　２点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　１点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　３点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

　

① 文書注意 ①　-５点

② 口頭注意 ②　-３点

技術者資格を下記の順位で評価する。

①
①　３点

・技術士（建設部門） 
　

・土木学会特別上級、上級又は１級技術者の資格を有する者。

② ・ＲＣＣＭ（当該部門）又はこれらと同等の能力を有する者。（地質調査業務にあっては地質調査士） ②　１点

6点

① 同種業務の実績がある。 ①　３点

② 類似業務の実績がある。 ②　１点

10点

※

8点

① ８５点以上 ①　６点 6点

② ８０点以上８５点未満 ②　５点 4点

③ ７５点以上８０点未満 ③　４点 2点

④ ７０点以上７５点未満 ④　２点

⑤ ６５点以上７０点未満 ⑤　１点

⑥ ６０点以上６５点未満 ⑥　０点

① 優良表彰の実績がある。 ①　３点

② 優良表彰の実績がない。 ②　０点

適宜設定

①

② (  )点

３０点 50% (  )点

(  )点

(  )点

50点 50%

判　断　基　準 書面 ヒアリング

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 ◎

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位
に評価する。

◎

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に
優位に評価する。

◎

業務に関する知識、有益な代替え案、重要事項の指摘があ
る場合に優位に評価する。

適宜設定
地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関する提
案があった場合に評価をする。

計 50%

合計 100%

50点 50%

100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

⑥ 65点以上70点未満 0点

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせ詳細を明示した。内容は試行版と同様。

（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評定
点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、適正化を図るため標準4年とされていることから、4年の実績とした。

試行版の表現と同様とし、１０年間については業務成績に平仄を合わせている。

工事の総合評価においてＣＰＤへの取組がなされていることも踏まえ、懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設
定するものとして追加した。継続研鑽を義務付けまたは努力規定として設けている（H22.9.24「調査・設計等分野における品
質確保に関する懇談会」資料より）

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

(  )点

0～
50点

50%

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

懇談会ガイドラインの改定に伴い、「応募要件としない場合」についても記載を行い、同様のケースに対応できるものとし
た。
なお、実運用としては、「応募要件とする」ことが想定されることから、試行版との大きな変更はない。

（表現の変更のみ）
※評価点について、「技術部門登録」を応募要件としない場合の記載としているが、応募要件とする場合は、試行版と同様
となる。
懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評定
点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。
懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。
（表現の変更のみ）
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。内容については、試行版と同様。（点数はH21.3.26改正 航空局業務成績要領参
照）。

① 78点以上

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

⑥ 65点以上70点未満 0点

4点

① 局長表彰の実績がある

2点

10%
0点

15%

－

-3点

5点

-5点

成果の確実性
専門技
術力

事故及び不誠実な行為

地域の実情を把握した上で、業務の
円滑な実施に関する提案があった
場合には評価する。

判断基準

(  ）%

① 局長表彰の実績がある 5点

過去4年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

① 78点以上

15%

3点

技術者資格等、その専門分野

目的、条件、内容の理解度が高い
場合に優位に評価する。

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

過去４年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

大阪航空局長から建設コンサルタント
業務等に関し、右記の措置を受けた日
から、業務成績評定を通知する間、評
価を減ずる。

① 同種業務の実績がある

② 類似業務の実績がある

③ ①②以外

○○点

50% 実施方針
実施フロ-
工程表
その他

業務理解度

その他

小　　計

合　　計

◎
業務に関する知識、有益な代替案、
重要事項の指摘がある場合に優位
に評価する。

３０点
○

６０点

小　　計

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得計 予定管
理・担当・
照査技術
者の経験
及び能力

実施手順

○○点 実施手順

業務実施手順を示す実施フローの
妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

業務量の把握状況を示す工程計画
の妥当性が高い場合に優位に評価
する。

その他

○○点

・実施方針
・実施フロー
・工程表
・その他

業務の理解度

① 同種業務の実績がある

② 類似業務の実績がある

提出された過去4年間の大阪航空局、
東京航空局の同じ業種区分の局長表
彰の経験有無

成
績
・
表
彰

資格要
件

・技術士（総合技術監理部門「選択科目が建設部門に係るもの」に限る）

評価項目
評　価　の　着　目　点 評価ウェート

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した
当該空港・周辺での業務実績

① 当該空港等における業務実績があ

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録等

① 当該業務に関する部門の登録

② ①以外

① 文書注意

② 口頭注意

提出された過去4年間の大阪航空局、
東京航空局の同じ業種区分の局長表
彰の経験有無

専
門
技
術
力

業
務
執
行
能
力

業
務
実
績

　 平成１１年度以降に完了した同種又は類似業務の実績を以下のとおり評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者、担当技術者又は照査技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

優
良
表
彰

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、受賞対象が特定業務に対する企業表彰の場合は、管理技術者又は担当技術者の立場の場合に評価する
等寄与度を考慮する。
　 また、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、公的機関による全国レベルでの賞の受賞、表
彰及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受賞等も認める。

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う。

業務執行技術力

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
積
等

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等 10%

技術者資格等

資
格
・

実
績
等

情
報
収

集
力

地
域
精

通
度

空
港
精

通
度

 業務内容により「地域精通度（空港精通度）」、「空港業務従事実績」を下記の順位で評価する。 資
格
・

実
績
等

情報収
集力

地域精通度

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

　 提出された３件の同種又は類似業務の業務成績の平均を次の順位で評価する。
   なお、実績として評価する業務とは、管理技術者又は担当技術者として従事した同種又は類似業務をいう。

15%

成
績
・
表
彰

１　：　１

判　断　基　準 ウェート 判断基準 評価ウェイト

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要
件

① 技術士、博士（当該分野の研究
業務等高度な技術検討や学術的知
見を要する業務に適用）

4点

10%

② RCCM、地質調査士（地質調査
分野に適用）、土木学会認定（特別
上級、上級、１級）技術者（土木関
係分野に適用）、コンクリート診断士
（コンクリート構造物の維持・修繕に
適用）、土木鋼構造診断士（鋼構造
物の維持・修繕に適用）

2点

専門技
術力

(  ）%当該空港での同種業務の実績がある。

当該空港以外での同種業務の実績がある。 ② 当該地域での業務実績がある。

15%

同種又は類似業務が業務成績評定の対象外の業務（業務成績を付与していない業務や契約金額５００万円未
満の業務あるいは都道府県等における業務、請負業務以外の業務等）の実績であるため業務成績がない場合
は、７０点として扱う。また、同種又は類似業務が３件に満たない場合は、３件に満たない件数分を６５点として扱
う

　 平成１７年度以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
　 なお、優良表彰の受賞実績は、国土交通省による優良表彰の他、業務成果についての公的機関による全国レベ
ルでの賞の受賞、表彰を認める。

10%

評価
項目

評　価　の　着　目　点 評　価 評価
項目

評価の着眼点

成
績
・
表
彰

業
務
成
績

優
良
表
彰

入
札
参
加
希
望
者

（
企
業

）
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
積
等

資
格
要
件

技
術
部
門

登
録

当該業務に関する部門の建設コンサルタント登録

なお、①以外は競争参加資格を与えない。

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

業
務
実

績

行
為

不
誠
実
な

事
故
及
び

  競争参加資格確認申請書の締切日から以下の期間内に大阪航空局より当該措置を受けている場合、下記の順
位で評価点を減ずる。

－

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

技術部門登録

簡易型

7



【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
総合評価落札方式（標準型）の指名段階における評価基準

判断基準

① 同種業務の実績がある 12点

② 類似業務の実績がある 6点

③ ①②以外 指名しない

① 78点以上 30点

② 76点以上78点未満 24点

③ 74点以上76点未満 18点

④ 72点以上74点未満 12点

⑤ 70点以上72点未満 6点

⑥ 65点以上70点未満 0点

① 同種業務の実績がある 9点

② 類似業務の実績がある 4点

③ ①②以外 指名しない

① 78点以上 30点

② 76点以上78点未満 24点

③ 74点以上76点未満 18点

④ 72点以上74点未満 12点

⑤ 70点以上72点未満 6点

⑥ 65点以上70点未満 0点

② 当該地域での業務実績がある。 (  )点 (  )%

100点 100%

業務実
施体制

業務実
施体制
の妥当
性

右記のいずれかの項目に該当する場合には選
定しない

① 業務の分担構成が不明確又は不
自然な場合

指名しない －

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

② 設計共同体による場合に、業務の
分担構成が細分化され過ぎている場
合、一の分担業務を複数の構成員が
実施することとしている場合

計

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の同じ業種
区分の平均業務評定点

35%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

⑦ 65点未満

資
格
・
実
績
等

5点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

6点

15%

懇談会ガイドラインに表現を合わせ詳細を明示した。

② RCCM、地質調査士（地質調査分
野に適用）、土木学会認定（特別上
級、上級、１級）技術者（土木関係分
野に適用）、コンクリート診断士（コンク
リート構造物の維持・修繕に適用）、土
木鋼構造診断士（鋼構造物の維持・
修繕に適用）

3点

資
格
・
実
績
等

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した当該空
港・周辺での業務実績

① 当該空港等における業務実績があ
る。

(  )点 (  ）%
懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設定するものとして追加した。

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力

過去10年間の公示日までに完了した同種、類
似業務等の実績の内容

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

指名しない

提出された過去4年間の大阪航空局、東京航
空局の同じ業種区分の局長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある

事故及び不
誠実な行為

大阪航空局長から建設コンサルタント業務等に
関し、右記の措置を受けた日から、業務成績評
定を通知する間、評価を減ずる。

① 文書注意 -5点

－
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。（点数はH21.3.26改正 航空局業務成績要領参照）。

② 口頭注意 -3点

資
格
要
件

技
術
者
資
格
等

技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究業
務等高度な技術検討や学術的知見を
要する業務に適用）

成
績
・
表
彰

過去４年間の大阪航空局発注業務の同じ業種
区分の平均業務評定点

35%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

⑦ 65点未満 指名しない

提出された過去４年間の大阪航空局、東京航
空局の同じ業種区分の局長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある 5点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

(現） （案） 理由
改訂された「懇談会ガイドライン」や他部局（地方整備局等）の取組状況を踏まえ、総合評価落札方式（標準型）の指名段
階、入札段階及び一般競争（1段階方式）での評価基準を新たに制定することとした。

該当なし
評価
項目

評価の着眼点
評価ウェイト

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

15%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、「応募要件としない場合」についても記載を行い、同様のケースに対応できるものとし
た。
なお、実運用としては、「応募要件とする」ことが想定される。

② ①以外 0点

専
門
技
術
力

成
果
の
確
実
性

過去10年間の公示日までに完了した同種、類
似業務等の実績の内容

※評価点について、「技術部門登録」を応募要件としない場合の記載としている。

資
格
・
実
績
等

資
格
要
件

技
術
部
門
登
録

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録等

① 当該業務に関する部門の登録 3点
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(現） （案） 理由

【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
総合評価落札方式（標準型）の入札段階における評価基準

6点 4点

9点 6点

4点 3点

選定しない 選定しない

12点 10点

10点 8点

7点 6点

5点 4点

2点 2点

0点 0点

(  )点 (  )点

(  )点 (  )点

(  )点 (  )点

(  )点 (  )点

33点 33% 25点 25%

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

67点 67% 75点 75%

100点 100% 100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

小　　計

合　　計

独創性

工学的知見に基づく全く新しい提案
がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用した、
高度の検討・解析手法の提案があ
る場合に優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案
がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優
位に評価する。

評価テー
マに対す
る技術提
案

事業の難易度に相応しい提案となっ
ている場合に優位に評価する。

実現性

提案内容に説得力がある場合に優
位に評価する。

提案内容を裏付ける類似実績など
が明示されている場合に優位に評
価する
利用しようとする技術基準、資料が
適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業
費が適切な場合に優位に評価す
る

全
体

評価テーマ間の整合性 ○

相互に関連する複数の評価テーマ
間の整合性が高い場合は優位に評
価し、矛盾がある等整合性が著しく
悪い場合は特定しない。

0～
37点

25%

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

実施手順

業務実施手順を示す実施フローの
妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

業務量の把握状況を示す工程計画
の妥当性が高い場合に優位に評価
する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

その他

◎
業務に関する知識、有益な代替
案、重要事項の指摘がある場合に
優位に評価する。

37%
0～
50点

50%

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

評
価
テ
ー

マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条
件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

◎
必要なキーワード（着眼点、問題
点、解決方法等）が網羅されている
場合に優位に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっ
ている場合に優位に評価する。

2 評価テーマ1を準用 ○

実施方
針
実施フロ
-
工程表
その他

業務理解度
目的、条件、内容の理解度が高い
場合に優位に評価する。

0～
30点

30%
0～
25点

工事の総合評価においてＣＰＤへの取組がなされていることも踏まえ、懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設
定するものとして追加した。継続研鑽を義務付けまたは努力規定として設けている（H22.9.24「調査・設計等分野における
品質確保に関する懇談会」資料より）

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得

小　　計

判断基準

予定管
理・担
当・照査
技術者の
経験及び
能力

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得

(  ）% (  ）%

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

○
地域の実情を把握した上で、業務の
円滑な実施に関する提案があった
場合には評価する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

(  )点
(  ）%

(  )点
(  ）%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設定するものとして追加した。

② 当該地域での業務実績がある。

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の局
長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある 6点 5点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

15%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

過去4年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

① 78点以上

18%

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

業務執行技術力

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

① 同種業務の実績がある
懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

② 類似業務の実績がある

③ ①②以外

⑥ 65点以上70点未満

⑦ 65点未満 選定しない 選定しない

15% 10%

懇談会ガイドラインに表現を合わせ詳細を明示した。

② RCCM、地質調査士（地質調査
分野に適用）、土木学会認定（特別
上級、上級、１級）技術者（土木関
係分野に適用）、コンクリート診断士
（コンクリート構造物の維持・修繕に
適用）、土木鋼構造診断士（鋼構造
物の維持・修繕に適用）

3点 2点

該当なし
評価
項目

評価の着眼点
標準型

１　：　２ １　：　３

判断基準

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究
業務等高度な技術検討や学術的
知見を要する業務に適用）

専門技
術力

資
格
・
実
績
等

情報収
集力

地域精通度
【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した
当該空港・周辺での業務実績

① 当該空港等における業務実績が
ある。

成
績
・
表
彰
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(現） （案） 理由

【空港計画・土木関係(建設コンサルタント、測量、地質調査、補償コンサルタント、その他）】
総合評価落札方式（標準型）の一般競争（1段階方式）の入札時における評価基準

5点 3点

2点 1点

6点 5点

5点 4点

4点 3点

2点 2点

1点 1点

0点 0点

3点 2点

4点 3点

2点 1点

6点 5点

5点 4点

4点 3点

2点 2点

1点 1点

0点 0点

(  )点 (  )点

(  )点 (  )点

(  )点 (  )点

(  )点 (  )点

33点 33% 25点 25%

◎

◎

◎

◎

○

○

◎

◎

○

○

○

○

○

67点 67% 75点 75%

100点 100% 100点 100%

◎：原則として設定する項目 ○：必要に応じて設定する項目

該当なし

小　　計

合　　計

成果の確実性

事故及び不誠実な行為

専門技
術力

資格要
件

評価テー
マに対す
る技術提
案

評価テーマ間の整合性 ○

相互に関連する複数の評価テーマ
間の整合性が高い場合は優位に評
価し、矛盾がある等整合性が著しく
悪い場合は特定しない。

小　　計

判断基準

評価
項目

評価の着眼点

2 評価テーマ1を準用 ○

全
体

事業の難易度に相応しい提案となっ
ている場合に優位に評価する。

実現性

提案内容に説得力がある場合に優
位に評価する。

提案内容を裏付ける類似実績など
が明示されている場合に優位に評
価する
利用しようとする技術基準、資料が
適切な場合に優位に評価する。

提案内容によって想定される事業
費が適切な場合に優位に評価す
る

独創性

工学的知見に基づく全く新しい提案
がある場合に優位に評価する。

○
周辺分野、異分野技術を採用した、
高度の検討・解析手法の提案があ
る場合に優位に評価する。

複数の既存技術を統合化する提案
がある場合に優位に評価する。

新工法採用の提案がある場合に優
位に評価する。

0～
37点

37%
0～
50点

50%

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

実施手順

業務実施手順を示す実施フローの
妥当性が高い場合に優位に評価す
る。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

業務量の把握状況を示す工程計画
の妥当性が高い場合に優位に評価
する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

その他

◎
業務に関する知識、有益な代替
案、重要事項の指摘がある場合に
優位に評価する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

○
地域の実情を把握した上で、業務の
円滑な実施に関する提案があった
場合には評価する。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

評
価
テ
ー

マ
1

的確性

地形、環境、地域特性などの与条
件との整合性が高い場合に優位に
評価する。

◎
必要なキーワード（着眼点、問題
点、解決方法等）が網羅されている
場合に優位に評価する。

事業の重要度を考慮した提案となっ
ている場合に優位に評価する。

実施方
針
実施フロ
-
工程表
その他

業務理解度
目的、条件、内容の理解度が高い
場合に優位に評価する。

0～
30点

30%
0～
25点

25%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設定するものとして追加した。

② 当該地域での業務実績がある。

予定管
理・担
当・照査
技術者の
経験及び
能力

ＣＰＤ
【必要に応じて設定する項目】
ＣＰＤ取得単位を評価

① 管理・担当・照査技術者のすべてが取得

(  ）% (  ）%

工事の総合評価においてＣＰＤへの取組がなされていることも踏まえ、懇談会ガイドラインの改定に伴い、必要に応じて設
定するものとして追加した。継続研鑽を義務付けまたは努力規定として設けている（H22.9.24「調査・設計等分野における
品質確保に関する懇談会」資料より）

② 管理・担当・照査技術者の内2者が取得

③ 管理・担当・照査技術者の内1者が取得

資
格
・
実
績

等
情報収
集力

地域精通度
【必要に応じて設定する項目】
過去10年間の公示日までに完了した
当該空港・周辺での業務実績

① 当該空港等における業務実績が
ある。

(  )点
(  ）%

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

① 同種業務の実績がある 懇談会ガイドラインに表現を合わせた。

② 類似業務の実績がある

成
績
・
表
彰

過去4年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

① 78点以上

10% 8%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

② 76点以上78点未満

③ 74点以上76点未満

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満

⑥ 65点以上70点未満

提出された過去4年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の局
長表彰の経験有無

① 局長表彰の実績がある 4点 3点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

懇談会ガイドラインに表現を合わせた。（点数はH21.3.26改正 航空局業務成績要領参照）。

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

資格要
件

技術者資格等 技術者資格等、その専門分野

① 技術士、博士（当該分野の研究
業務等高度な技術検討や学術的
知見を要する業務に適用）

7% 5%

懇談会ガイドラインに表現を合わせ詳細を明示した。

② RCCM、地質調査士（地質調査
分野に適用）、土木学会認定（特別
上級、上級、１級）技術者（土木関
係分野に適用）、コンクリート診断士
（コンクリート構造物の維持・修繕に
適用）、土木鋼構造診断士（鋼構造
物の維持・修繕に適用）

1点 1点

専門技
術力

業務執行技術力

(  )点
(  ）%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、「応募要件としない場合」についても記載を行い、同様のケースに対応できるものとし
た。
なお、実運用としては、「応募要件とする」ことが想定される。

※評価点について、「技術部門登録」を応募要件としない場合の記載としている。

成
績
・
表
彰

懇談会ガイドラインの改定に伴い、受注者の実態をより反映できる近年の実績とした。
また、それらを大阪航空局において確認できる範囲の資料とした。併せて、判断基準について、大阪航空局における配点
の状況及び他部局（地方整備局等）における判断基準の状況から、見直しを実施した。
※提出の際に悪意（若しくは悪意とまではいかないが、良い成績だけを提出してくる可能性有り）をもって提出されたものと
善意により近々の実績を提出したものがある場合、正当な評価とならないことが予想される。また、当該成績については、
他部局の点数を全て確認することは困難であること、成績評定開始から５年が経過していることから、懇談会での議論（十
分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年）も踏まえ４年間の大阪航空局発注業務の業務評
定点を対象とした。
※判断基準について、試行版では60点～85点の範囲を判断基準の範囲としていたが、大阪航空局における実態、他部局
（地方整備局等）における配点状況も踏まえつつ、65点～78点の範囲に見直した。

提出された過去４年間の大阪航空
局、東京航空局の同じ業種区分の局
長表彰の経験有無

懇談会ガイドラインの改定に伴い、対象とするものの見直しを実施した。
※懇談会ガイドラインにおいては、「同じ業種区分の優良業務表彰の経験」について評価とされており、同じ業務区分の確
認が可能な「大阪航空局」及び「東京航空局」とした。
※懇談会において、十分な競争性を確保する観点、成績データの蓄積の度合い等から、４年とされていることから、過去４
年間の実績とした。

1点

4%0点

8%

3点

② 76点以上78点未満

⑥ 65点以上70点未満

① 局長表彰の実績がある

1点

6%0点

10%

4点

【応募要件とする場合は設定しない】

当該部門の建設コンサルタント登録等

過去10年間の公示日までに完了した
同種、類似業務等の実績の内容

過去４年間の大阪航空局発注業務の
同じ業種区分の平均業務評定点

① 当該業務に関する部門の登録

② ①以外

標準型

１　：　２ １　：　３

判断基準

参
加
表
明
者
の
経
験
及
び
能
力

資
格
・
実
績
等

技術部門登録

-5点

－

-3点

③ 74点以上76点未満

① 文書注意

② 口頭注意

-5点

－

-3点

大阪航空局長から建設コンサルタント
業務等に関し、右記の措置を受けた日
から、業務成績評定を通知する間、評
価を減ずる。

① 同種業務の実績がある

② 類似業務の実績がある

① 78点以上

④ 72点以上74点未満

⑤ 70点以上72点未満
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【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】
プロポーザル方式の選定段階における評価基準

評価

項目

小計

建築 2 5 総合 2点

構造 1 (18%) 構造 1点

電気 1 電気 1点

機械 1 機械 1点

以下の順で評価する。 8 以下の順で評価する。

①同種業務の実績がある。 (28%) ① 同種業務の実績がある。

②類似業務の実績がある。 ② 類似業務の実績がある。
上記に加え、実績の立場を下記の順で評価す 上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

●管理技術者の場合 ● 管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場 ① 管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 建築 2 ② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場 構造 1 ③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

●主任担当技術者の場合 電気 1 ● 主任担当技術者の場合

①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 1 ① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場 ② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 2 10 以下の順で評価する。 4点

①75点以上の実績がある。（加点） 建築 2 (36%) ① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

②①、④以外の実績がある。（加点） 構造 2 ② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③実績が無い。（0点） 電気 2 ③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④65点未満の実績がある。（減点） 機械 2 ④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

1 5

建築 1 (18%)

構造 1

電気 1

機械 1

25点 100%合計点 28 計

経験年数 経験年数を評価する。

管理技術者

技術力

平成○年○月以降の同
種又は類似業務の実績
（実績の有無及び件
数、携わった立場）

管理技術者 3

平成○年○月以降に担
当した大阪航空局発注
業務の成績評価（複数
の実績がある場合は、
成績評価点の平均）

懇談会ガイドラインの改定に伴い、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を重視し、従前、評価項目としていた配置
予定技術者の経験年数について、今後は評価を行わないこととした。主任担当

技術者

過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

40%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去5年とすると記載されているが、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去4年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当

主任担当技術者
技術者

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）主任担当

技術者

管理技術者

評価ウェイト評価のｳｪｰﾄ

判断基準 判断基準

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去10年とすると記載されており、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去10年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者

総合 3点

構造 1点

電気 1点

機械 1点

管理技術者 4点

40%

資格 専門分野の技術者資格
各担当分野について、資格の内容を資格評価
表により評価する。

主任担当

資格

（現） （案） 理由
基本は、平成22年1月20日開催の委員会で審議・評価された「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び
総合評価落札方式の運用ガイドライン（試行版）」（以下、「試行版」という。）と同様であるが、平成21年3月に「調査・設計等
分野における品質確保に関する懇談会」により定められた「建設コンサルタント業務等におけるプローザル方式及び総合
評価落札方式の運用ガイドライン」（以下、懇談会ガイドライン」という。）が平成23年6月に改訂されたことから、大阪航空局
の試行版についても、改訂された「懇談会ガイドライン」や他の発注者（地方整備局等）の状況も踏まえ以下の見直しを行っ
た。

【建築関係　プロポーザル方式】
（１）選定段階での技術評価
（２段階評価方式）

評価の着目点
配点／

評価
項目

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者 20%

平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

技術者

評価の着眼点

11



（現） （案） 理由

（２）特定段階での技術評価 【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】
（２段階評価方式）｛一般競争入札における特定段階（１段階評価方式にも適用）｝ プロポーザル方式の特定段階における評価基準

 ※ 標準型プロポーザル方式（1段階方式）の場合にも適用

評価

項目

小計

専門分野の技術者資格 建築 2 7.5 総合 2点

構造 1 (7%) 構造 1点

電気 1 電気 1点

機械 1 機械 1点

建築 1

構造 0.5

電気 0.5

機械 0.5

以下の順で評価する。 10.5 以下の順で評価する。

①同種業務の実績がある。 (10%) ① 同種業務の実績がある。

②類似業務の実績がある。 建築 2 ② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価す
る

構造 1 上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

●管理技術者の場合 電気 1 ● 管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場 機械 1 ① 管理技術者又はこれに準ずる立場

  建築分野：○人 ②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 建築 1 ② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

  構造分野：○人 ③担当技術者又はこれに準ずる立場 構造 0.5 ③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

  電気分野：○人 ●主任担当技術者の場合 電気 0.5 ● 主任担当技術者の場合

  機械分野：○人 ①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 0.5 ① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場 ② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 2 10 以下の順で評価する。 4点

①75点以上の実績がある。(加点) 建築 2 (9%) ① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

②①、④以外の実績がある。(加点) 構造 2 ② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③実績が無い（0点） 電気 2 ③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④65点未満の実績がある。（減点） 機械 2 ④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

経験年数 経験年数を評価する。 1 7

建築 1 (7%)

構造 1

電気 1

機械 1

建築 0.5

構造 0.5

電気 0.5

機械 0.5

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価。 1 7 2点

建築 1 (7%) 総合 2点

構造 1 構造 2点

電気 1 電気 2点

機械 1 機械 2点

建築 0.5

構造 0.5

電気 0.5

機械 0.5

業務の理解度及び取組意欲 63

(60%)

業務の実施方針

特定テーマ

に対する

技術提案

105 100点 100%

0～15点

                                                                    合計 計

※配点や年数等については、業務の特性（業務内容、規模等）や地域特性等に応じて適宜設定してよい。
が

③ 

   
テーマ③について、同上。 15

テーマについて、その的確性（与条件との整合性が取られているか
等）、独創性（工学的知見に基づく独創的な提案がされているか等）、
実現性（提案内容が理論的に裏付けられており、説得力のある提案と
なっているか等）を考慮して総合的に評価する。

テーマ
①

② 

   
テーマ②について、同上。 15

テーマ
②

0～8点

65%

配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わず、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を
重視することとしたため、評価ウェイトの割合を見直した。(評価にあたっては技術提案書の内容及

びヒアリングの結果により総合的に判
断を行う。） 業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視す

る設計上の配慮事項等について（ただし、特定テー
マに対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現
性等を総合的に評価する。

10 業務の実施方針
業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮事項等に
ついて（ただし、評価テーマに対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等
を総合的に評価する。

0～12点

業務実施方針及び手法 業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が
見られる場合に優位に評価する。

8

業務実施
方法及び
手法

業務の理解度及び取組意
欲

業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見られる場合に優位に評価
する。

① 
 

テーマ①について、その的確性（与条件との整
合性が取れているか等）、独創性（工学的知見
に基づく独創的な提案がされているか等）、実
現性（提案内容が理論的に裏付けられており、
説得力のある提案となっているか等）を考慮し
て総合的に評価する。

15

評価テーマに対する技術
提案

テーマ
③

0～15点

0～15点

注：担当技術者の配点については、業務の規模及び内容に応じて設定することとし、設定しない場合の配点については、管理技術者及び主任担
当技術者に上乗せして調整する。

評価項目
評価の着目点

配点／

評価のｳｪｰﾄ

小計
判断基準

技術者

（注）

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価

管理技術者

技術力

平成○年○月以降の同
種又は類似業務の実績
(実績の有無及び件
数、携わった立場)

評価対象とする各分担
業務分野の担当技術者
数

平成○年○月以降に担
当した大阪航空局発注
業務の成績評価（複数
の実績がある場合は評価
点の平均）

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者

主任担当技術者

総合

機械 1点
※当該業務の担当者等にヒアリング時に内容を確認
することがある

平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者 主任担当技術者

担当

10%

管理技術者

担当

技術者

（注）

管理技術者

技術者

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去5年とすると記載されているが、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去4年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当

主任担当技術者
技術者

懇談会ガイドラインの改定に伴い、特定段階において従前は管理技術者、主任担当技術者及び担当技術者を評価してい
たが、今後は管理技術者及び主任担当技術者について評価し、担当技術者については評価を行わないこととした。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

技術者

担当

技術者

（注）

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去10年とすると記載されており、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去10年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者について評価を行わないこととしたため、評価点の内訳を見直した。

10%

過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

構造 1点
担当

技術者
電気 1点

（注）

技術力

主任担当

4点

3点

管理技術者 3

10%

技術者

管理技術者

懇談会ガイドラインの改定に伴い、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を重視し、従前、評価項目としていた配置
予定技術者の経験年数について、今後は評価を行わないこととした。主任担当

評価ウェイト評価のｳｪｰﾄ

判断基準 判断基準

資格
各担当分野について、資格の内容を資格評価
表により評価する。

主任担当

資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者 5%

評価の着目点
配点／

評価
項目

評価の着眼点
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【建築関係　総合評価落札方式（簡易型）】 【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】
（１）選定段階での技術評価 総合評価落札方式（簡易型）の指名段階における評価基準
（２段階評価方式）

評価

項目

小計

建築 2 5 総合 2点

構造 1 (18%) 構造 1点

電気 1 電気 1点

機械 1 機械 1点

以下の順で評価する。 8 以下の順で評価する。

①同種業務の実績がある。 (28%) ① 同種業務の実績がある。

②類似業務の実績がある。 ② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価す
る

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

●管理技術者の場合 ● 管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場 ① 管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 建築 2 ② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場 構造 1 ③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

●主任担当技術者の場合 電気 1 ● 主任担当技術者の場合

①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 1 ① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場 ② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 2 10 以下の順で評価する。 4点

①75点以上の実績がある。（加点） 建築 2 (36%) ① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

②①、④以外の実績がある。（加点） 構造 2 ② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③実績が無い。（0点） 電気 2 ③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④65点未満の実績がある。（減点） 機械 2 ④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

経験年数 経験年数を評価する。 1 5

建築 1 (18%)

構造 1

電気 1

機械 1

合計点 25点 100%28 計

40%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去5年とすると記載されているが、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去4年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者 主任担当技術者

管理技術者 懇談会ガイドラインの改定に伴い、実施方針を重視し、従前、評価項目としていた配置予定技術者の経験年数について、
今後は評価を行わないこととした。

主任担当技術者

40%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去10年とすると記載されており、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去10年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者

総合 3点

構造 1点

20%

平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

電気 1点

機械 1点
技術力

平成○年○月以降の同
種又は類似業務の実績
（実績の有無及び件
数、携わった立場）

管理技術者 3

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者 4点

判断基準 判断基準

資格 専門分野の技術者資格
各担当分野について、資格の内容を資格評価
表により評価する。

主任担当技術者 資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者

主任担当技術者

平成○年○月以降に担
当した大阪航空局発注
業務の成績評価（複数
の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価
点の平均）

管理技術者
過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

（現） （案） 理由
基本は、平成22年1月20日開催の委員会で審議・評価された「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び
総合評価落札方式の運用ガイドライン（試行版）」（以下、「試行版」という。）と同様であるが、平成21年3月に「調査・設計等
分野における品質確保に関する懇談会」により定められた「建設コンサルタント業務等におけるプローザル方式及び総合
評価落札方式の運用ガイドライン」（以下、懇談会ガイドライン」という。）が平成23年6月に改訂されたことから、大阪航空局
の試行版についても、改訂された「懇談会ガイドライン」や他の発注者（地方整備局等）の状況も踏まえ以下の見直しを行っ
た。

評価の着目点
配点／

評価
項目

評価の着眼点
評価ウェイト評価のｳｪｰﾄ

13



（現） （案） 理由

（２）入札段階での技術評価 【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】
（２段階評価方式）｛一般競争入札における特定段階（１段階評価方式にも適用）｝ 総合評価落札方式（簡易型）の入札段階における評価基準

 ※ 一般競争（1段階方式）の場合にも適用

評価 評価の着目点 配点／

項目 評価のｳｪｰﾄ

判断基準 小計

資格 建築 2 7.5 総合 2点

構造 1 (12%) 構造 1点

電気 1 電気 1点

機械 1 機械 1点

建築 1

構造 0.5

電気 0.5

機械 0.5

技術力 以下の順で評価する。 3 10.5 以下の順で評価する。

①同種業務の実績がある。 (17%) ① 同種業務の実績がある。

②類似業務の実績がある。 建築 2 ② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価す
る

構造 1 上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

●管理技術者の場合 電気 1 ● 管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場 機械 1 ① 管理技術者又はこれに準ずる立場

  建築分野：○人 ②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 建築 1 ② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

  構造分野：○人 ③担当技術者又はこれに準ずる立場 構造 0.5 ③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

  電気分野：○人 ●主任担当技術者の場合 電気 0.5 ● 主任担当技術者の場合

  機械分野：○人 ①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 0.5 ① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場 ② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 2 10 以下の順で評価する。 4点

①75点以上の実績がある。(加点) 建築 2 (17%) ① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

②①、④以外の実績がある。(加点) 構造 2 ② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③実績が無い（0点） 電気 2 ③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④65点未満の実績がある。（減点） 機械 2 ④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

1 7

建築 1 (12%)

構造 1

電気 1

機械 1

建築 0.5

構造 0.5

電気 0.5

機械 0.5

1 7 2点

建築 1 (12%) 総合 2点

構造 1 構造 2点

電気 1 電気 2点

機械 1 機械 2点

建築 0.5

構造 0.5

電気 0.5

機械 0.5

配点／

評価のｳｪｰﾄ

業務の理解度及び取組意欲 8 18
業務の理解度及び取組意
欲

0～8点

業務の実施方針 10

(30%)

業務の実施方針 0～12点

60 55点 100%

※配点や年数等については、業務の特性（業務内容、規模等）や地域特性等に応じて適宜設定してよい。

                                                                    合計 計

業務実施
方法及び
手法

業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見られる場合に優位に評価
する。

36%

配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わず、実施方針を重視することとしたため、評価ウェイ
トの割合を見直した。

(評価にあたっては技術資料の内容及び
ヒアリングの結果により総合的に判断
を行う。）

業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視す
る設計上の配慮事項等について、的確性、独創性、
実現性等を総合的に評価する。

業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮事項等に
ついて（ただし、評価テーマに対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等
を総合的に評価する。

注：担当技術者の配点については、業務の規模及び内容に応じて設定することとし、設定しない場合の配点については、管理技術者又は主任担
当技術者に上乗せして調整する。

評価項目 評価の着目点 判断基準

業務実施方針及び手法
業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が
見られる場合に優位に評価する。

18%

平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者

担当

技術者

（注）

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価。

管理技術者

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価

管理技術者

経験年数を評価する。

管理技術者

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去5年とすると記載されているが、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去4年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当

主任担当技術者
技術者

懇談会ガイドラインの改定に伴い、実施方針を重視し、従前、評価項目としていた配置予定技術者の経験年数について、
今後は評価を行わないこととした。主任担当

技術者

担当

技術者

（注）

平成○年○月以降に担
当した大阪航空局発注
業務の成績評価（複数
の実績がある場合は評価
点の平均）

管理技術者
過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

18%

18%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去10年とすると記載されており、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去10年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者について評価を行わないこととしたため、評価点の内訳を見直した。主任担当

主任担当技術者

総合 3点

構造 1点

担当技術者（注） 電気

平成○年○月以降の同
種又は類似業務の実績
(実績の有無及び件
数、携わった立場)

管理技術者

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者 4点

評価対象とする各分担
業務分野の担当技術者
数

1点

経験年数

機械 1点

主任担当技術者 10%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、特定段階において従前は管理技術者、主任担当技術者及び担当技術者を評価してい
たが、今後は管理技術者及び主任担当技術者について評価し、担当技術者については評価を行わないこととした。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

技術者

担当

技術者

※当該業務の担当者等にヒアリング時に内容を確認する
ことがある。

専門分野の技術者資格
各担当分野について、資格の内容を資格評価
表により評価する。

主任担当

資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

（注）

評価
項目

評価の着眼点
標準型

判断基準
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【建築関係　総合評価落札方式（標準型）】 【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】
（１）選定段階での技術評価 総合評価落札方式（標準型）の指名段階における評価基準
（２段階評価方式）

評価

項目

小計

建築 2 5 総合 2点

構造 1 (18%) 構造 1点

電気 1 電気 1点

機械 1 機械 1点

以下の順で評価する。 8 以下の順で評価する。

①同種業務の実績がある。 (28%) ① 同種業務の実績がある。

②類似業務の実績がある。 ② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価す
る

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

●管理技術者の場合 ● 管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場 ① 管理技術者又はこれに準ずる立場

②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 建築 2 ② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

③担当技術者又はこれに準ずる立場 構造 1 ③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

●主任担当技術者の場合 電気 1 ● 主任担当技術者の場合

①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 1 ① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場 ② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 2 10 以下の順で評価する。 4点

①75点以上の実績がある。（加点） 建築 2 (36%) ① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

②①、④以外の実績がある。（加点） 構造 2 ② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

③実績が無い。（0点） 電気 2 ③ 実績がない。（０点） 電気 1点

④65点未満の実績がある。（減点） 機械 2 ④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

1 5

建築 1 (18%)

構造 1

電気 1

機械 1

合計点 25点 100%

経験年数 経験年数を評価する。

管理技術者

平成○年○月以降に担
当した大阪航空局発注
業務の成績評価（複数
の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価
点の平均）

管理技術者
過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

40%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去5年とすると記載されているが、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去4年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当 主任担当技術者

28 計

平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

技術力

平成○年○月以降の同
種又は類似業務の実績
（実績の有無及び件
数、携わった立場）

管理技術者 3

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者 4点

主任担当技術者 電気 1点

機械 1点

40%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去10年とすると記載されており、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去10年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者の経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者

総合 3点

構造 1点

懇談会ガイドラインの改定に伴い、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を重視し、従前、評価項目としていた配置
予定技術者の経験年数について、今後は評価を行わないこととした。

主任担当

資格 専門分野の技術者資格
各担当分野について、資格の内容を資格評価
表により評価する。

主任担当技術者 資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者 20%

（現） （案） 理由
基本は、平成22年1月20日開催の委員会で審議・評価された「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び
総合評価落札方式の運用ガイドライン（試行版）」（以下、「試行版」という。）と同様であるが、平成21年3月に「調査・設計等
分野における品質確保に関する懇談会」により定められた「建設コンサルタント業務等におけるプローザル方式及び総合
評価落札方式の運用ガイドライン」（以下、懇談会ガイドライン」という。）が平成23年6月に改訂されたことから、大阪航空局
の試行版についても、改訂された「懇談会ガイドライン」や他の発注者（地方整備局等）の状況も踏まえ以下の見直しを行っ
た。

評価の着目点
配点／

評価
項目

評価の着眼点
評価ウェイト評価のｳｪｰﾄ

判断基準 判断基準
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（現） （案） 理由

（２）入札段階での技術評価 【建築及び設備関係（建設コンサルタント）】
（２段階評価方式）｛一般競争入札における入札段階（１段階評価方式にも適用）｝ 総合評価落札方式（標準型）の入札段階における評価基準

 ※ 一般競争（1段階方式）の場合にも適用

評価 評価の着目点

項目

判断基準 小計

主任担当 建築 2 7.5 総合 2点

技術者 構造 1 (8%) 構造 1点

電気 1 電気 1点

機械 1 機械 1点

担当 建築 1

技術者 構造 0.5

（注） 電気 0.5

機械 0.5

以下の順で評価する。 管理技術者 3 10.5 以下の順で評価する。

①同種業務の実績がある。 (12%) ① 同種業務の実績がある。

②類似業務の実績がある。 主任担当 建築 2 ② 類似業務の実績がある。

上記に加え、実績の立場を下記の順で評価す
る

技術者 構造 1 上記に加え、実績の立場を下記の順で評価する。

●管理技術者の場合 電気 1 ● 管理技術者の場合

①管理技術者又はこれに準ずる立場 機械 1 ① 管理技術者又はこれに準ずる立場

  建築分野：○人 ②主任担当技術者又はこれに準ずる立場 担当 建築 1 ② 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

  構造分野：○人 ③担当技術者又はこれに準ずる立場 技術者 構造 0.5 ③ 担当技術者又はこれに準ずる立場

  電気分野：○人 ●主任担当技術者の場合 （注） 電気 0.5 ● 主任担当技術者の場合

  機械分野：○人 ①主任担当技術者又はこれに準ずる立場 機械 0.5 ① 主任担当技術者又はこれに準ずる立場

②担当技術者又はこれに準ずる立場 ② 担当技術者又はこれに準ずる立場

以下の順で評価する。 管理技術者 2 10 以下の順で評価する。 4点

①75点以上の実績がある。(加点) 主任担当 建築 2 (11%) ① 75点以上の実績がある。（加点） 総合 3点

②①、④以外の実績がある。(加点) 技術者 構造 2 ② ①、④以外の実績がある。（加点） 構造 1点

①   績が無い（0点） 電気 2 ③ 実績がない。（０点） 電気 1点

②   65点未満の実績がある（減点） 機械 2 ④ 65点未満の実績がある。（減点） 機械 1点

経験年数 経験年数を評価する。 管理技術者 1 7

主任担当 建築 1 (8%)

技術者 構造 1

電気 1

機械 1

担当 建築 0.5

技術者 構造 0.5

（注） 電気 0.5

機械 0.5

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価。 管理技術者 1 7 2点

主任担当技術者 建築 1 (8%) 総合 2点

構造 1 構造 2点

電気 1 電気 2点

機械 1 機械 2点

担当 建築 0.5

技術者 構造 0.5

（注） 電気 0.5

機械 0.5

業務の実施方針 10 35

(39%)

評価テーマに対する技術提案

① 15
テーマ
①

0～15点

90 85点 100%

※配点や年数等については、業務の特性（業務内容、規模等）や地域特性等に応じて適宜設定してよい。
※評価テーマの判断基準内容については、担当者が内容を決めて記載する。

                                                                    合計 計

② テーマ②について、同上。 15
テーマ
②

12%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去5年とすると記載されているが、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去4年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者

配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わず、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を
重視することとしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

業務実施方針及び手法
業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視す
る設計上の配慮事項等について（ただし、特定テー
マに対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現
性等を総合的に評価する。

業務の実施方針
業務への取組体制、設計チームの特徴、特に重視する設計上の配慮事項等に
ついて（ただし、評価テーマに対する内容を除く。）、的確性、独創性、実現性等
を総合的に評価する。

0～12点(評価にあたっては技術資料の内容及び
ヒアリングの結果により総合的に判断
を行う。）

テーマ①について、その的確性（与条件との整
合性が取れているか等）、独創性（工学的知見
に基づく独創的な提案がされているか等）、実
現性（提案内容が理論的に裏付けられており、
説得力のある提案となっているか等）を考慮し

て総合的に評価する

評価テーマに対する技術
提案

業務実施
方法及び
手法

業務の理解度及び取組意
欲

業務内容、業務背景、手続の理解が高く、積極性が見られる場合に優位に評価
する。

0～8点

59%

テーマについて、その的確性（与条件との整合性が取られているか
等）、独創性（工学的知見に基づく独創的な提案がされているか等）、
実現性（提案内容が理論的に裏付けられており、説得力のある提案と
なっているか等）を考慮して総合的に評価する。

0～15点

注：担当技術者の配点については、業務の規模及び内容に応じて設定することとし、設定しない場合の配点については、管理技術者及び主任担
当技術者に上乗せして調整する。

評価項目 評価の着目点 判断基準
配点／

評価のｳｪｰﾄ

ＣＰＤ ＣＰＤ取得単位を評価

管理技術者

技術力

※当該業務の担当者等にヒアリング時に内容を確認す
ることがある

平成○年○月以降に担
当した大阪航空局発注
業務の成績評価（複数
の実績がある場合は評価
点の平均）

過去4年間の大阪航空局
発注業務の成績評価（複
数の実績がある場合は、
各実績ごとの成績評価点
の平均）

管理技術者

平成○年○月以降の同
種又は類似業務の実績
(実績の有無及び件
数、携わった立場)

評価対象とする各分担
業務分野の担当技術者

数
12%

懇談会ガイドラインの参考資料において、標準として過去10年とすると記載されており、土木関係の配置予定技術者の同
種、類似業務の実績において、過去10年間の実績としたことから、整合を図った。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者について評価を行わないこととしたため、評価点の内訳を見直した。

主任担当技術者

総合 3点

構造 1点

電気 1点

技術力

過去10年間の同種又は類
似業務の実績（実績の有
無及び携わった立場）

管理技術者 4点

機械 1点

12%

平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。

主任担当技術者

懇談会ガイドラインの改定に伴い、実施方針及び評価テーマに関する技術提案を重視し、従前、評価項目としていた配置
予定技術者の経験年数について、今後は評価を行わないこととした。

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

主任担当技術者 5%

懇談会ガイドラインの改定に伴い、特定段階において従前は管理技術者、主任担当技術者及び担当技術者を評価してい
たが、今後は管理技術者及び主任担当技術者について評価し、担当技術者については評価を行わないこととした。
平成21年国土交通省告示第15号別添一第1項第一号及び第二号において示される「設計の種類」における表現に合わせ
「総合」とした。
配置予定技術者のうち担当技術者及び経験年数について評価を行わないこととしたため、評価ウェイトの割合を見直した。資格 専門分野の技術者資格

各担当分野について、資格の内容を資格評価表に
より評価する。

資格

専門分野の技術者資格
【注：管理技術者に一級建
築士であることを業務実施
上の条件とする場合】

配点／
評価
項目

評価の着眼点
標準型評価のｳｪｰﾄ

判断基準
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該当なし

理由

・「調査・設計等における品質確保に関する懇談会」平成２２年度検討結果とりまとめより、新たな品
質確保対策として、低入札価格調査基準価格を下回ったものに対して低入札価格調査を強化する
と共に、技術評価点の中で技術提案の確実な履行の確保を評価し厳格に反映する｢履行確実性評
価｣の試行を実施し、履行確実性評価を導入した2,000 万円を越える業務では、｢低入札応札者の
割合｣及び｢低入札落札数の割合｣はいずれも大きく減少するという結果が得られ、履行確実性評
価の導入効果が確認できたことから、平成23 年度より対象業務を予定価格2,000 万円を越えるも
のから、1,000 万円を越えるものに拡大している。
　さらに「調査・設計等における品質確保に関する懇談会」平成２３年度における実施状況(速報版：
第１～第３四半期)より、前年度に比して総合評価落札方式の低入落札発生率が大きく減少してお
り、履行確実性評価の対象を1,000万円超の業務に拡大した効果が現れている。

・「建設コンサルタント業務等における総合評価落札方式に関する新たな品質確保対策の試行につ
いて」（平成２２年４月２７日　国地契第５号、国官技第２６号、国営整第２２号）にて各地方整備局あ
て通達が発出されており、総合評価落札方式により行われる業務であって、予定価格が1,000 万円
を超えるものにおいて試行をすることとされている。

・上述のことより、大阪航空局においても総合評価落札方式で発注する予定価格が1,000 万円以
上の業務において、低入札対策として効果的と考えられる履行確実性評価を行うこととした。

(現） （案）
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該当なし
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